
第2期中期 標期間

業務実績報告書
(中期目標期間 平成 29年度～令和 4年度)

令和5年 6月

石川県公立大学法人





法人の概要 (令和 4年度の体制 )

(1)法人名

石川県公立大学法人

(2)所在地

石川県野々市市末松一丁 目308番 地

(3)役員の状況

理事長  谷本 正憲

副理事長 真田 弘美 (石川県立看護大学長 )

副理事長 西澤 直子 (石川県立大学長 )

理事   池田 誠

理事   水越 裕治

監事   中島 史雄

監事   松木 浩一

(4)設置大学

石川県立看護大学

石川県立大学    ´

(5)学部等の構成

。石川県立看護大学

看護学部

看護学科

看護学研究科

看護学専攻

・石川県立大学

生物資源環境学部

生産科学科、環境科学科、食品科学科

生物資源環境学研究科

生産科学専攻、環境科学専攻、食品科学専攻、応用生命科学専攻

自然人間共生科学専攻、生物機能開発科学専攻

(6)学生数及び職員数 (学生数は令和 4年 5月 1日 、職員数は令和 4年 4月 1日 時J黒 )

・石川県立看護大学

学部学生   327名
大学院学生  45名

教職員    62名 (学長 1名 、教員 50名 、職員 11名 )

・石川県立大学

学部学生   552名
大学院学生  50名

教職員    79名 (学長 1名 、教員 65名 、職員 13名 )

・法人本部

職員     10名 (理事長 1名 、理事 1名 、職員 8名 )

(7)組織図

理事長

看護大学

学 長

県立大学

学生部

看護学部

大学院看護学研究科

附属図書館

附属地域ケア総合センター

附属看護キヤリア支援センター

学 長

事務

学生部

生物資源環境学部

大学院生物資源環境学研究科

図書・情報センター

産学官連携学術交流センター

キヤリアセンター(就職支援室 )

総務課

教務学生課

~生
産科学科

~環
境科学科

~食
品科学科

~教
養教育センター

~附
属生物資源工学研究所

~附
属農場

総務課

教務学生課
事務局

法人本部 総務課

経営企画室
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業務全体の実施状況

はじめに

石川県公立大学法人は、地方独立行政法人法に基づき、平成 23年 4月 に設置され、石川県立看護

大学及び石川県立大学の設置及び管理をし、開かれた大学として透明性の高い運営を行うとともに、

地域における知の拠点として、広く知識を授け、人間の健康及び生命並びに食料及び環境に関わる専

門の各分野において学術を深く教授研究し、高度な矢日識及び技能を有する教養と創造性にあふれる人

間性豊かな人材を育成し、並びに新たな研究成果の創造と社会への還元による地域貢献活動を積極的

に展開することにより、県民生活の向上に寄与し、ひいては我が国と世界の社会と文化の発展に資す

ることを目的とし、その実現に取り組んできた。

第 2期 中期目標期間 (平成 29年度～令和 4年度)は、設置者である石川県が定めた第 2期中期目

標を達成するため、これに対応する中期計画として、第 1期 中期計画の基本的な考え方を継承しつつ

も、少子高齢化や人口減少など社会情勢の変化、地方創生や国の大学教育改革の動向等を踏まえ、「大

学教育機能の強化」「地域連携 。地域貢献機能の強化」「ガバナンス機能の強化」を柱に掲げ、計画的

に業務に取り組むとともに、大学業務全般の点検、改善に努めた結果、6年間で順調に中期計画を達

成した。

令和 5年度から始まる第 3期 中期目標期間においても、所期の目的を達成するとともに、両大学の

特色や小規模大学ならではの強みをさらに磨き上げるとともに、他大学との差別化を図りながら、学

生 。教員にとって魅力冷れ、地域に貢献できる大学づくりに取り組んでいきたい。

以下、第 2期中期目標期間における業務の実施状況について、中期目標の大項目ごとに記載する。

主な実績

第 1 中期目標の期間及び教育研究上の基本組織

I中期目標の期間    平成 29年 4月 1日 から令和 5年 3月 31日

Ⅱ 教育研究上の基本組織 下表に掲げる大学、学部、研究科を置く。 (下表省略)

第2 石川県立看護大学の教育研究等の質の向上に関する目標

I教育に関する目標 (No.1～ 24)

1教育の内容及び成果等

(1)学士課程  本体 P9

① 学生の受入れ

・入試準備セミナーを開催

・オープンキャンパスをオンラインで開催

・ホームページに受験生応援サイ トを開設
。大学公式 YouTubeチャンネルを開設

・北陸 3県の高校の進路担当教員との懇談会を開催

② 教育の内容及び成果  本体 P9～ 10

・社会のニーズに対応したカリキュラムの見直しを進め、令和元年度より新カリキュラムを

実施
。大学での学びに必要な基礎的能力を養 うアカデミックリテラシー科目を新設
。地域住民や社会活動に貢献するヒューマンヘルスケア科目にて異学年交流型の合同成果

発表会を実施

(2)大学院課程

① 学生の受入れ  本体 P10

・学内特別選抜及び研究指導教員の拡充を実施

・大学院の令和 5年度入学試験日程の前倒しを決定

② 教育の内容及び成果  本体 P10～ 11

・平成 30年度に大学院に助産看護学分野を開設

・CNS活動報告会や北陸CNSの会を開催 (CNS=専門看護師)

【CNS養成数】 H29～R4年度 :6名 (がん看護 2名 、老人看護 3名 、小児看護 1名 )

2教育の実施体制等

教育環境の整備  本体 P12

・図書館内の 「がんばルーム」をラーニング・コモンズとして使用できるよう整備
。校舎内全てで無線 LAN(Wi一Fi)の整備を完了

・医学文献検索サービス「医学中央雑誌データベース」 「メディカルオンライン」に学外

からアクセスできるよう整備
。図書館利用やデータベース利用説明会、文献検索講習会等をオンラインで開催

・令和 5年度からの教育のDX化に向けて、電子教科書及びノー トパソコンを選定
。電子図書館サービスを導入

3学生への支援

(1)学修支援  本体 P13

・学内に匿名の相談を受け付ける「SOUDAN BOX」 を設置

・オンライン相談体制を整備

・教職員を対象に、発達障がいに関する研修会を開催

。外部カウンセラーによるカウンセ リング 「ほっとルーム」を新設



2社会人教育の充実  本体 P15

【認定看護師教育課程等】

H29年度 :認知症看護認定看護師教育課程を開講 (～Rl 計 93名 修了)

認定看護管理者教育課程 (サー ドレベル)を 開講 (～ H30、 R3、 R4 計96名修了)

R2年度 :感染管理認定看護師教育課程を開講 (～R4 計 118嘉修了)、 封面とオンライン

で実施

R4年度 :特定行為研修を含む皮膚・排泄ケア認定看護師教育課程の令和 6年度開講に

向けて令和 5年度に準備に取り組むことを決定

Ⅳ グローバル化に関する目標 (No.32～ 34) 本体 P16

・海外研修の事前学修として母国語講座を導入
。学生の異文化理解の促進や国際活動に関する学びを深めるため、国際交流事業を促進

【国際交流事業】

H29年度 :日 中韓フォーラムを開催、

アメリカ看護研修 (22名 参加)、 韓国看護研修 (11名参加)

H30年度 :アメリカ看護研修 (H名参加)、 タイ看護研修 (11名参力日)

R元年度 :アメリカ看護研修 (23名 参加)、 韓国看護研修 (10名参加)

R2年度 :アメリカ看護研修 コロナ禍で中止 → 英語集中講座を 4日 間開催 (13名 受講)

タイ看護研修 コロナ禍で中止

→タイのチェンマイ大学主催オンデマンド講座 (英語)(2名受講)

R3年度 :アメリカ看護研修 (オンライン)(4名参カロ)→ 英語講座を毎月 2回開催

R4年度 :アメリカ看護研修 (オンライン)(2名参加)→ 英語講座を毎月 2回開催

。国際協力機構 (」ICA)の 日系研修事業や青年研修事業を受託し、パラグアイやカンボジア等

の研修生を受け入れ、研修プログラムを実施

項目別評価の状況
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(2)進路支援  本体 P13

・ 4年生を対象に進路支援ア ドバイザーや進路支援部会による個別進路指導を実施

・ 3、 4年生を対象にそれぞれ進路支援セ ミナーを実施

・ 3年生を対象 とした進路支援の開始を早期化

・奥能登で看護職 として勤務する卒業生 との座談会や奨学金制度の紹介

【看護師国家

試験合格率】

H29年度 : 98.7%
H30年度 : 97.5%
R元年度 :  97.6%

R2年度 : 100.0%
R3年度 1 100.0%
R4年度 : 100.0%

【保健師国家

試験合格率】

82,7%

84.7%

97.5%

96.3%

91.6%

98.7%

【就職・

進学内定率】

97.5%

97.7%

97.6%

100,0%

97.6%

100.0°/O

Ⅱ 研究に関する目標  (No.25～ 27) 本体 P14

・民 F日]企業 と共同研究講座 「看護理工学」の令和 5年度開設に向けた協定を締結

・委員会を少人数化 し、教員の研究時間を確保

Ⅲ 地域貢献に関する目標 (No.28～31) 本体 P15

1地域における産学官連携の推進

・能登地域における在宅療養移行支援等に関する事例検討会を実施

・地域住民の健康・福社の向上を図るため、自治体等と連携して健康増進活動を実施

【主な地域連携事業等】

(かほく市)冬場の運動不足解消を目的とした「か歩く健康ウォーキング事業」、

手軽に筋力や全身持久力をつける「スマー トウオーキング」、

健康的なライフスタイルのきっかけとなる「モーニングWalk&Eat」

(能登町)「猿鬼歩こう走ろう健康大会」で健康チェック

(津幡町)「棚田が繊りなす食・緑 。健康の郷づくり」での住民の健康チェック

(ボ ランテイア)学生サークル「子育て応援隊ひよつこ」による託児ボランティアや親子イベン

トの運営ボランティアの活動が、今和 2年度に石川県健民運動青少年ボランテ

ィア賞を受賞

(公開講座)「北國健康生きがい支援事業」にて教員が各専門のテーマで公開講座を実施
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第 3 石川県立大学の教育研究等の質の向上に関する目標

I教育に関する目標 (No.35～ 59)

1教育の内容及び成果等

(1)学士課程

① 学生の受入れ  本体 P17

・高校訪問や入試説明会、進学相談会等を実施

・コース制の内容を解説した動画や特設サイ トを整備

・オープンキャンパスをオンラインで開催
。SNSに よる情報発信を定期的に行い、各学科及び響緑祭の紹介動画を作成、配信
。多様な受験科目を選択できるアラカル ト方式を導入

・共通テス トと個別学力検査との配点比率を変更
。学校推薦型選抜に工業系の枠を新設

② 教育の内容及び成果  本体 P17～ 18

・令和元年度からコース制を導入

(新設された履修コース)

① 6次産業化 ②生産環境制御 ③里山活性化 ④先端バイオ

・カリキュラムマップ及びコースごとのカリキュラム・ツリーを作成
。英会話授業を少人数化

・課題解決型学習や、予習したことを授業でアウトプットする反転授業等を実施

・大学コンノーシアム石川が実施するいしかわシティカレッジ科目の単位認定制度を整備

・スチューデントジョブ制度を導入

(2)大学院課程

① 学生の受入れ  本体 P19

・」ICAか らの推薦を受けた者を封象とした外国人留学生特別選抜を新設

・大学院修士課程の推薦入試における出願要件の見直し
。大学院特待生制度を見直し、令和 6年度入学生から特待生数の上限を撤廃
。大学院生を対象とした授業料減免制度を創設

② 教育の内容及び成果  本体 P19

・金沢大学との単位互換協定を締結
。海外の協定校と合同オープンセミナー等を開催し、英語での研究紹介などを実施

2教育の実施体制等

(1)教育の実施体制  本体 P20

。令和元年度からのコース制導入に伴う新設科目等への教員の適切な配置及び各コースを

運営するコース長の配置

(2) 教育環境の整備  本体 P20

コース制導入に伴い、新設コースの実験 。実習で使用する施設 (LEAFラ ボ)を整備

LEAFラ ボ 1号棟 (施設園芸研究室、講義室、商品開発研究室)

LEAFラ ボ 2号棟 (里山動物研究室、先端バイオ基礎実験室、自然エネルギー研究室)

机やホ
「
ノイ トボー ドを自由にレタTア ウトできるアクティブラーニング型の講義室を整備

食堂前の開放的な学習空間 (ラ ーニング・コモンズ)拡充

校舎内全てで無線 LAN(Vi Fi)の整備を完了

講義室や演習室の音響・映像設備を更新

市内循環バス及び新たな路線バスの大学敷地内への乗り入れを実現

3学生への支援

(1)学修支援  本体 P21

・外部カウンセラーによる支援体制の充実
。学生が学修環境や大学生活について気軽に意見を言える「リクエス トボックス」を設置

・教職員や学生を対象としたハラスメント防止啓発セミナーを開催

(2)進路支援  本体 P21

・就職支援室に新たにキャリアコンサルタントを配置

・卒業生と学生の交流の場として就活カフェを開催
。公務員試験対策講座を開講
。就職支援セミナーを開催

【就職・進学内定率】

H29年度 : 98.0%  H30年度 :97.2%  R元年度 :98。 6%
R3年度 :92.4%  R4年度 :96.9%

R2年度 :97,7%



Ⅱ 研究に関する目標 (No.60～65) 本体 P22～23

・ 日本海イノベーション会議を開催し、研究成果等を県民に紹介

・本学のブランドカ向上に資する3つの学内横断研究プロジェクトを立ち上げ、 5つの課題を

設定し、教員間の連携体制を構築

【3つの研究プロジェクト】

①地球規模食糧増産 ②健康寿命延仲

【5つの課題】

①農業生産基盤等へのドローン活用

③コメに関するスタック品種の開発

⑤海藻の有効利用

③石川の自然と生物

②田園エネルギー活用型エコビレッジ構想

④カロテノイドに着目した食物連鎖の解明

Ⅲ 地域貢献に関する目標 (No.66～ 70)

1地域における産学官連携の推進

(1)県内企業や行政等と連携した研究の推進  本体 P24

県、市、県内企業からの受託研究や共同研究の積極的な受入れ

【研究例】

・耕作放棄地でのヒツジの放牧生産
。スマー ト農業技術の開発 。実証
。手取川源流部崩壊地の保全、手取川濁水現象の解明

。地域の特産品 (ツバキ、ヤーコン、ハ トムギ等)の健康増進効果の研究

(2)産学官の連携強化と研究シーズの発信  本体 P24

・産学官マッチングイベントヘの出展

・石川県産業創出支援機構 (ISICO)、 いしかわ大学連携インキュベータ (1-BIRD)と

連携 したシァズ発表会の開催

2地域人材の育成と定着の促進  本体 P24～ 25

。地方創生推進事業 (COC+)の 「地域思考型教育」として、石川県の農林水産業各分野に

ついて学習する授業を実施

・地域に対する理解を深める「共創インターンシンプ」の開催

3社会人教育の充実  本体 P25

。公開講座や出張講義の実施

・社会人を客員研究員 。実習生として受け入れ

Ⅳ グローバル化に関する目標  (No.71～ 74) 本体 P25～ 26

・海外の大学 と合同セ ミナーを実施

。フィリピンのイフガオ少H大学、タイのカセサー ト大学、ランシット大学と交流協定を締結

・外国人留学生を継続的に受入れ

。「トビタテ !留学 JAPAN」 を積極的に活用 し、学生の海外留学を促進

【国際学会への参加 。発表数】

H29年度 : 12件  H30年度 :

R3年度 : 10件  R4年度 :

【国際的学術雑誌への投稿】

H29年度 :42件  H30年度 :

R3年度 :83件  R4年度 :

10件  R元年度 : 45件  R2年度 : 5件

18件

70件  R元年度 : 67件  R2年 度 : 68件

69件              
｀

項目別評価の状況

蘊 屈 饉 蔭 翻
教育

研究

地域質献

ゲローバル化

４

０

１

０

21     0

6     0

4     0

4     0

０

０

０

０

２５

６

５

４
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第 4 業務運営の改善・効率化に関する日標

I運営体制の改善に関する目標  (No.75～80)

1ガバナンス機能の強化  本体 P26～ 27

(共通 )

。理事長及び学長のリーダーシップの下で戦母各的に大学をマネジメン トし、コロナ禍において

も、新型 コロナウイルス感染症対策会議を立ち上げ、入試における配慮やオンライン授業 と

対面授業の調整など、迅速に対応

(看護大学 )

・学長補佐の配置

・令和 5年度か らの看護部長新設決定

(県立大学 )

。教育、研究、広報、評価をそれぞれ担当する学長補佐の配置及び学長補佐会議の設置

2事務組織等の整備と効率化  本体 P27

・事務職員として大学運営に必要な知識や専門性を向上させるため、個々に必要な研修や

講習会等を受講し、その内容を職員間で情報共有
eSD研修の一環として「課題発見・解決等プロジェクト」を実施

・成績証明書や学割証等の証明書自動発行機を導入

・ウェブ出願システムの導入
。グループウェアを活用した教室・備品の予約システムを導入
。会議のオンライン化、ペーパーレス化の推進

3両大学問の連携強化  本体 P27

・合同FD研修会及び合同研究発表会の開催
。両大学の共同研究の推進

Ⅱ 教育研究組織の見直しに関する目標 (No.81～82) 本体 P28

(看護大学)

・教育のDX化を推進するための教育実施体制の整備

(県立大学)

。学術研究の動向や社会 。経済情勢の変化を見据え、コース制を導入

Ⅲ 人事の適正化に関する目標  (No.83～87) 本体 P28～ 30

(看護大学)

。助産師養成課程の開設や、社会情勢の変化に対応 した教育体制の拡充・改善等に基づき、

教員の採用

・適切な教員評価を実施するため、単年度教員評価制度 と複数年教員評価制度を検証 し、

新たな単年度教員評価制度を採用

(県立大学 )

。コース制の導入、カ リキュラム改定を踏まえた新分野の教員を採用

・教員評価の結果を研究費の配分に反映

運営体制

教育研究組織

人事の適正化

計

06006

0     2Ｏ

　

０

　

０

２

　

５

“

０

　

０

０

　

０

　

０
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第4 財務内容の改善に関する目標

I外部資金等の自己収入の増加に関する日標 (No.88～91)

1外部資金の獲得  本体 P30

(看護大学)

・科学研究費申請書ブラッシュアップシステム (外部資金申請支援制度)を構築
。申請方法に関するセミナーや個別の支援を実施

(県立大学)

・外部資金の申請、獲得実績を教員評価に反映するとともに、獲得状況に応じて研究費の

一部を配分する、教員へのインセンティブを導入

【外部資金の獲得状況】

〈看護大学)

H29年度 :44件
R元年度 : 52件

R3年度 : 57件

53百万円

54百万円

44百万円

213百万円

225百万円

190百万円

H30年度

R2年度

R4年度

H30年度 :

R2年度 :

R4年度 :

37百万円

56百万円

282百万円

38イ牛

57イ牛

93イ牛

(県立大学〉

H29年度 :

R元年度 :

R3年度 :

139窄|

134イ牛

141イ牛

146イ牛

148件

157イ牛

228百万円

265百万円

252百万円



2学生納付金等 (志願者増加に向けた取 り組み)  本体 P31

(共通)

。ア ドミッションア ドバイザーを導入 し、高校訪問など学生募集活動を展開

(看護大学)

。北陸 3県の高校の進路担当教員 との懇談会を開催

。中学生を対象 としたナーシングカフェを実施

【志願倍率】

H29年度 :4.7倍  H30年度 :2.8倍  R元年度 :3.5倍  R2年度

R3年度 :3.4倍  R4年度 :4.4倍

5,3倍

(県立大学)

。高校や個人の大学施設見学の積極的な受け入れ
。県外 (富 山、長野、愛知)の高校教員を姑象とした学生募集説明会を開催
。SNSに よる定期的な情報発信のほか、各学科及び響緑祭の紹介動画を作成、配信

【志願倍率】

H29年度 :5。 3倍  H30年度 :4.0倍  R元年度 :5.3倍  R2年度 :5。 9倍

R3年度 :5.9倍  R4年度 :6.7倍

Ⅱ 予算の効率的執行に関する目標 (No.92)  本体 P31

・施設管理等の業務委託について、業務内容の見直しを行い長期契約を締結

・夏期に一斉休校 日を設定するなど、光熱水費を節減

Ш 資産管理の改善に関する目標 (No.93)  本体 P31

(看護大学 )

・体育館、講義室等を地元のイベン トや介護職員研修等の会場 として開放

(県立大学 )

・野々市市の拠点避難所 として市の総合防災訓練に施設を開放

項目別評価の状況

麗
1

題
自己収入

予算の
効率的執行

資産管理
1計

f

４

　

　

１

　

　

１

・６

０

　

　

０

　

　

０

　

０

０

　

　

０

　

　

０

　

０

３

　

生

　

生

Ｓ

０

　

　

〇

一生

第5 自己J煮検評価及び情報提供に関する目標

I評価の活用に関する目標 (No.94)  本体 P32

(看護大学)

・令和元年度に受審した認証評価において、大学基準に適応していると認定

・教育の内部質保証のための在学生、卒業生、就職先を対象に調査・分析を実施し、外部委員

を加えた「教育の質検証委員会」を開催し、教育方法を改善

(県立大学)

・認証評価機関による大学評価や石川県公立大学法人評価委員会の法人評価を踏まえ、

大学前バス停のキャンパス内への移設、キャリアコンサルタントの配置、外部カウンセラー

による相談体制の充実等、学生の教育環境を改善

Ⅱ 情報晃供の推進に関する目標  (No.95～ 96)  本体 P32

(共通)

・ホームページにて入試やイベン トの情報、新着記事を発信

(看護大学)

・ホームページを全面的にリニューアル

・学生と教職員が協力 してポスターを作成、、県内の高校 と実習関連施設に配布

(県立大学)

・SNSを 活用 して受験生に直接アピールできる取 り組みを開始

。各学科の活動、響緑祭の YouTube動 画を公開

項目別評価の状況

評価の活用

情報発信
,計

蘊
0

0

0

騒
０

　

０

０

０

　

０

　

０

１

　

２

　

・３

１

　

２

　

３
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第 6 その他業務運営に関する目標

I施設設備の整備に関する目標 (No.97) 本体 P33

・施設等の定期点検を実施 し、緊急度を考慮 しながら修繕等を実施

。大規模な修繕を計画に基づき実施

・備品整備計画に基づき教育研究用備品を更新

・令和 5年度から 10年度までの施設・設備の整備計画、備品の更新計画を策定

【大規模修繕】

(看護大学 )

H29年度 :火災報知設備改修工事、助産師養成課程開設準備整備

H30年度 :空調設備改修工事 (～R2年度 )、 施設点検

R3年度 :照日月制御装置改修工事、吸収式冷温水機修繕

R4年度 :吸収式冷温水機修繕

(県立大学 )

H29年度 :空調設備改修工事 (～R4年度 )

H30年度 :施設点検、コース制導入に係 る施設整備 (LEAFラ ボ 1号棟等 )

R元年度 :コ ース制導入に係る施設整備 (LEAFラ ボ 2号棟等 )

R2年度 :入退出管理設備更新

R3年度 :電話交換機設備更新

R4年度 :水理実験棟改修工事、火災報知設備更新

Ⅱ 安全に関する目標  (No.98～ 100) 本体 P33～ 34

(共通 )

・新型 コロナウイルス感染症対策 として、自動検温装置の導入、食堂内のアクリル板設置

など、全学的な感染防止対策を実施

・教職員を対象にス トレスチェックを実施

(看護大学 )

。学生を対象に犯罪被害を未然に防ぐセ ミナーを実施

(県立大学 )

・環境安全講習会の実施や毒劇物管理台帳による全学的な安全衛生活動を実施

・課外活動における安全管理や新型 コロナ ウイルス感染症対策に関するガイ ドラインを作成

Ш 法令遵守等に関する目標  (No.101～ 103)  本体 P34～35

(共通 )

・大学院生や教員が研究倫理規範の遵守に関する APRINの eラ ーニングを受講

(看護大学 )

・研究不正防止 と研究倫理規範の遵守徹底をめざしてコンプライアンス研修会 と倫理委員会

の合同研修会を開催

(県立大学)

。学生 と教員を対象に研究倫理講習会を開催

・安全保障貿易管理体制を構築 (安全保障輸出管理規程の整備、教員への周知 )

項目別評価の状況

螂 顧 綾 騒 繭
施設設備整備

安全

法令連守等

計

項目別評価の状況 (全体 )

中期計画に掲げた 103項 目について、自己点検・評価を実施 した結果、Ⅳが 10項 目、

Ⅲが 93項 目、Ⅱ及び Iに該当する項 目はなし。

瀦%多ニー
Ⅳ :年度計画を上回つて実施 している

Ш :年度計画を順調に実施 している

Ⅱ :年度計画を十分には実施 していない

I:年度計画を実施 していない

ランク Ⅳ Ⅲ 計

項 目数 10 98 0 103

０

０

０

０

０

０

０

０

１

　

３

　

３

　

７

０

０

０

０

１

３

３

７
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中期 目標 中期計画
自己

評価
判断理由 (計画の実施状況等 )

H29 H30 Rl R2 R3 R4

第 1 中期 目標の期間及び教育研究上の基本組織
I 中期 目標の期間

平成 29年 4月 1日 から令和 5年 3月 31日

Ⅱ 教育研究上の基本組織
下表に掲げる大学、学部、研究科を置く。
(表省略)

の

れ

ア ドミッシ ョン・ポ リシー

(入学者の受入れ方針)に基
づき、学生を確保す る。高大

接続改革に沿つてア ドミッ
ション・ポ リシーを一層明確
化 し、入学者選抜方法を適切
に設定す る。

1 ア ドミッション・ポ ツシーに

沿って、オープンキャンパ

ス、ホームページ、高等学校
での出前授業等を通 して大学
の方針や情報を提供す るとと

もに、高等学校 との交流 を深
め、高大接続改革に沿つた入
試改革を検討す る。

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅳ

。高校生 と保護者の意見を参考にオープンキャンパスの内蓉を毎年見直
し、ア ドミッシ ョン・ポ リシーに沿つた入試準備セ ミナーを実施 した。
コロナ禍ではオープンキャンパスをウェブ上でも開催 した。ホームペー

ジでは、大学の特色や強みの紹介サイ ト、受験生応援サイ トを設置す る
な どの改善を図つた。また、大学公式YouTubeチ ャンネルを開設 し、最新
の情報をホームページから随時発信 した。
・本学の魅力を伝えるリーフレッ トとポスターを作成 し、オープンキャ
ンパスや高校訪間時に配布 した。
・北陸3県の高校の進路担当教員 との懇談会を開催 し、本学の求める学生

像 を周知するとともに、入試方法に関す る意見を徴収 した。
・ア ドミッションア ドバイザーの情報 と、懇談会の意見等も参考に、入

学者選抜における入試科 目として利用する教科等を検討 し、公表 した。

2 社会ニーズに照 らして現行の

学部カ ジキュラムの課題 につ

いて検討 し、カ ジキュラム・

ポ リシーに沿つて、新カ リ
キュラムおよびシラバスに反
映 させ る。また、各科 日間の
つなが りを明確に し、カ ジ
キュラムの体系化を図る。

3 自発的な国内外の活動参加や

異学年交流を推奨 して学生の

主体的な学修を促進す るとと

もに、アクティブ・ラーニン

グを取 り入れたカ ジキュラム

を推進することで学修効果を

高める。

4 臨床教授等を活用 し、医療・

社会制度の動向に沿つた教育
を実施する。

Ⅲ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

。県の医療行政担当者や看護学教育の有識者か ら意見収集 を行い、社会
の手~ズに対応 したカ ジキュラムの見直 しを進め、令和元年度 より新カ

リキュラムを実施 した。具体的には、内容が重複 した科 目の整理 と統廃
合、科 目毎の単位 と時間数のバラつきの均一化、学生が理解 しやすい科
目名表記に統一等を実施 した。
・大学で学ぶための基本的能力強化を目的 としたアカデ ミックリテラ
シー科 目を新設 した。
・保健師助産師看護師学校養成所指定規則一部改正に伴い、カ リキュラ
ムの体系化を図るため、専門領域間で教育内容の調整、授業内容のす り

合わせ等を実施 した。

・海外看護研修の報告会を全学集会やオープンキャンパスの中で実施 し

た。
・地域住民や社会活動に貢献するヒューマンヘルスケア科 目では異学年
交流型の合同成果発表会を実施 して、活発な質疑応答が行われた。ま

た、学内ホールにおいて誰でも自由に参加できるポスターセ ッションを

行 うなど、アクティブ・ラーニングを促進 した。
・ コロす禍では、オンラインでヒューマンヘルスケア科 目の活動成果報
告会を開催 し、学生 と教員で意見交換 を行つた。海外看護研修では、ア

メ リカの看護学生や医療スタンフとの交流・意見交換を行い、国内外の

活動参加や異学年交流を促 した。

の実習指導をより充実
させるため、臨床教授制度を実施 し、期間中1,241名 の臨床教授等の称号
付与を実施 した。
・大学と臨床現場の連携強化および双方の教育力向上を目的とした看護
教育懇談会を毎年開催 した。コロナ禍では、オンラインで、情報共有や
実習指導方法に関する検討を行つた。

Ⅲ

2 I

の

士
課
程

育

の
内
容

及
び
成

果
等

川
県
立
看
護
大
学

の
教
育
研
究
等

の
質

の
向
上
に
関
す
る
目
標

関す る

目標

とこ して、
の教育課程の課題 を把握 し、
大学の特色を活か した改善を
図る。
カ リキュラム・ポ リシー (教

育課程の編成 ,実施の方針 )

に基づき、アクティブ・ ラー
ニング (能動的学修)の導入
を進める等、効果的な方法で

教育を行 う。
ディプロマ・ポ リシー (卒業

認定・学位授与の方針)に基
づき、学生の学修成果を把握
し、適正な成績評価 により卒
業を認定 し、学位 を授与す
る。

-9-
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中期 目標 申期計画 『
度の 自己

評価
判!断理由 (計画の実施状況等 )

IH29 H30 Rl R2 R3 R4
5 ディプロマ・ポリシーに沿つ

て、科 目ごとの成績評価基準
を精査し、教育上の課題およ
び学修状況の把握・改善に活
用する。

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ

・学修達成度を浪」定す るPROG調査並びに学生の就職先の看護管理者等ヘ

のヒア リング調査結果を踏まえて、本学の在学生や卒業生の特徴につい
て調査 し情報を共有 した。
・ディプロマポ リシーに沿つた成績評価基準での評価 を意識 し、 自己点
検評価委員会の活動に学長・局長を統括責任者 とした 「教育の内部質保
証の実質化に向けた委員会」を立ち上げ、外部評価委員8名 を招いた 「質
検証委員会」を開催 した。
・委員会の内容を教員内で共有 し、カ リキュラム・ツ リー及びカ ジキュ

ラム 。マ ップの意識づけを推進 し、カ リキュラムの順序性や科 目間の連
携等を向上 させた授業 (例 :薬理学を3学年か ら1学年に変更等)を行つ
た。
・成績の評価にグレー ドポイン ト (GP)制度を取 り入れ学期 ごとの平均
点 (GPA)を 算出す ることにした。教授会等で教員にGPAについて説明を
し、学修成果・推移等の情報共有を図る体制を整えた。
・教育上の課題の把握 と改善に向けた検討を行 うためディプロマ・ポ リ
シーの項 目を細分化 し、学生および卒業生に対 し達成度を調査 した。 さ
らに、新カ リキュラムが開始 されるにあた り評価方法の検討をおこな
い、FD(フ ァカルティ・ディベ ロップメン ト)における授業アンケー

トの見直 しを行つた。
人間の生命 と生活の質を理解
できる豊かな人間性や倫理観
とともに、看護職者 として必
要 とされ る高度な知識・技術
を備 え、看護 に求められる社
会的使命 を遂行 しうる人材を
育成す る。

6 大学の教育理念および特色を

踏まえ、学部の 3つのポ ジ
シー (デ ィプロマ・ポ ジ
シー、カ リキュラム・ポ リ
シー、ア ドミッション・ポ リ
シー)を学生の視点に立って
一体的に見直 し、豊かな人間
性 を備 えた看護職者を育成す
る。

7 卒業生や医療機関を対象 とし
たアンケー ト等を通 して学部
の教育成果を検証 し、教育内
容を改善する。

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

・学生及び卒業生に対 して 3つのポ リシーに関す るアンケー ト及び PR
OG調査を行い、集計結果を全教員で共有 した。
・学生アンケー ト、看護版 PROGの 調査結果の報告 を基に教育改善の
3つの方向性 (積極性を高めるための提案力・発信力、学びの意欲向上に
繋がるるキャ リアデザインカ、個別性を踏まえた看護提供のための臨床
推進ヵの育成強化)と それに必要な具体的教育方法について検討 (ア ク
ティブラーニングの強化、研修会のF矛弓催)を行つた。
・臨床現場の求める人材像を現場の管理者等との懇話会を通して把握
し、看護に求められる社会的使命を遂行 しうる人材の育成に務めた。
・学部の 3つのポリシーを一体的に見直し、糸陛続することとした。

在学生およ に してアンケー ト を継続 して行い、教育に
対する達成度、改善に関する意見等を収集 した。
・ Fロ ナ禍の学修支援の経験を踏まえて、教育のDX化に向けて、令和5年
度入学生からの電子教科書導入に対応 した教員用モバイル端末の購入、
講義室の電源工事、新たな授業方法の検討などを実施 した。
・6つ の医療機関の看護部に本学卒業生の実践力について間き取り調査を
行い、その結果得 られた 「臨床推論力を高める必要性がある」という課
題の改善のため、令和4年度のカリキュラム改定において 「フィジカルア
セスメントと診療補助技術論 I・ H」 を新設 した。

Ⅲ

府 の ミ

Ⅲ Ⅳ Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

ⅢⅢ

(3)

入 ア ドミッシ ョン・ポ リシー

(入学者の受入れ方針)に基
づき、保健、医療及び福祉等
の領域か ら広 く職業経験を有
す る社会人や留学生等を安定
的に確保す る。

8 ア ドミッシ ョン リシーに ・大学院生の安定確保のた の拡

充、③オープンキャンパスでの個別相談、④北陸3県の医療機関の看護部
等が参加する大学院教育懇談会の開催などを継続 して実施した。

・助産コース対象の学内特別選抜を平成30年度から開始し、令和2年度か
ら研究コースを加えた。
・大学院の令和5年度入学試験 日程を前倒 しした。

れ学
院
課
程

沿つて、社会人や在学生の大
学院で学ぶ意欲を喚起すると
ともに、学修支援の方策につ
いて検討する。

外の受験希望者が教員の
教育研究活動を理解 しやすい
ようホームページを充実 させ
るとともに、入試方法の改善
を図る。

Ⅲ Ⅳ Ⅲ

において、助産師課程の学びについての動画の 公9 ・ホームペー

開、研究指導教員と研究テーマのリンク先の配置、オープンキャンパス
及び大学院の教育内容に関する特設ページを設置した。
・大学案内の、大学院の魅力についての教員や学生による座談会や、教
育内容に関するページを一新 し、情報を充実させた。また、県内病院に
本学の大学院を紹介するA2ポスターを作成 し、配布 した。
・合格者の入学辞退を回避するため、令和5年度入学試験 日程を前倒しし
た。

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ



中期 目標 申期計画
自己
評価

判1断理由 (計画の実施状況等)
H29 H30 Rと R2 R3 R4

(3)

の

の

社会ニーズに照 らして、大学

院教育課程の課題を把握 し、
大学の特色を活か した改善を

図る。
また、高度実践看護師の教育
内容を検討 し、必要な改革を

行 う。

看護を取 り巻 く状況が高度

化、複雑化、専門化する中に
あって、より質の高い看護を
提供する実践者、広い視野を
持ち、現場の状況を踏まえた

教育者・研究者を育成
する。

10 新たな高度
~夫

践君護自巾の養成
等に向けて教育内容を検討
し、カ リキュラム・ポ リシー

に沿って、必要に応 じて新課

程の開設等を行 う。

H 大学院生の修了後の動向を把

握するとともに、ディプロ

マ・ポ リシーを再考 し、現行
カ リキュラムや論文指導等の

課題把握および改善を図る。

12 大学の お よび特色 を

踏まえ、大学院の 3つのポリ
シー (デ ィプロマ・ポリ
シー、カリキュラム・ポリ
シー、ア ドミッジョン 。ポリ
シー)を学生の視点に立って
一体的に見直し、高度な知識
と実践能力を備えた研究者、
看護専門職を育成する。

Ⅳ Ⅳ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅲ

されていること、担当できる教員の確保や育成に困難 さが伴 うことなど
から、令和5年度はCNS課程の更新申請を行わず、令和6年度入試からの募

集の休上を決定した。
・医療機関と交流 し、社会的ニーズを把握するため、毎年、大学院教育
懇談会を開催した。
・修士課程のディプロマ・ポリシーの達成状況を把握するため、修了生
の勤務先や職位・役職、勤務状況 。大学院教育に対する期待についてア
ンケー ト調査等を実施した。
・博士課程のディプロマ・ポリシーを達成するため、論文審査基準を見
直し、論文公表が条件となるよう改訂を図つた。

・博士課程前期ならびに後期課程の 3つ のポ リシーについて、よリー貫

性・整合性のある内容となるよう一体的に見直しを行つた。
・大学院博士前期課程の 3つのポジシーを踏まえ、高度実践看護師等の

育成に重要な対象のアセスメン ト能力を高める科目として、博士前期課
程成人看護学分野の中に 「看護イノベーション特論J、 「ビジュアル看

護実践論J、 「ビジュアル看護社会実装演習Jを新識 した。

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

13修了生を対象 としたアンケー

ト等を通 して大学院の教育成

果を検証 し、教育内容を改善
す る。

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

・教員 と大学院生の懇談会や大学院修了時のアンケー ト調査により、在

学生や修了生の意見を集約する体制を整備 した。
,集約 した意見や調査結果を、研究科委員会に報告 し、必要な備品の購
入や環境整備、時間割編成に配慮など改善を行つた。

Ⅲ

Ⅲ

2 教育目標を効果的に
ため、学士課程においては、
教育研究指導力の優れた教員
を確保 して適切に配置し、適
切な教育体制を構築するとと
もに、大学院課程において
は、専攻分野の専門性を高め
ると同時に、研究指導や教育
支援体制の改善に努め、教育
研究指導を充実させる。

結果に基づき教育活動の改善
を図る。

す る 14 に の改正

カジキュラムを遂行するた
め、運営上の課題を検証 し、
適切な教員配置や指導体制の

改善等、必要に応 じて教員組
織の改編を行 う。

評価 15 ・大学院において、学生
による授業評価を実施 し、そ
の結果を活用 した授業改善・

改革を実施する。
Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

では、平成29年度に完成させた学部カリキュラムを か

ら実施 した。また、今後の地域医療の在 り方に沿つた形のカジキュラム

改正を進めた。地域医療構想の方向性に沿つてさらなるカジキュラムの

改正が図られ、令和4年度より在宅ケアを重視した実習等のカリキュラム

が運用できる教員配置・教員組織改編 (成人・老年看護学講座の一体的運

用)を行った。
・大学院では、平成30年度開設された助産師養成課程にあわせて、学問

分野の位置づけと指導体制を明確にするとともに、研究指導教員の拡充

等や審査基準の変更などを通じて大学院における教育研究指導体制の充

実を図るため、担当教員の適切な所属配置を行つた。さらに大学院前期

課程及び後期課程のカリキュラムは見直しを行い、あらたな科 目の創設
につなげた。

の点検評価のため、学生による授業評価を毎年、前期と後期
の各期に科 目ごとに実施 した。
・教員が授業改善に活用できるよう評価結果を学習管理システムで公開

した。
・遠隔授業 と対面授業を併用 したハイブ リッ ド授業に対す るFD(フ ァ

カルティ・ディベ ロップメン ト)研修を実施 し、適切に教育内容を改善
した。

育

の
実
施
体
制
等

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

の

Ⅲ Ⅲ

Ⅲ

改善価

-11-



-12-

(4)教育環境の整備

の向上 の の の

ため、教育研究環境の整備を
行 うとともに、授業の改善に
向けたファカルティ 。ディベ
ロップメン ト (組織的に行 う
教員の教育力開発活動)を充
実する。

学生の学修意欲や教育効果の
向上を図るため、学生の学修
環境を適切に整備する。

19 を活用 した

自学自習の環境整備を図る。

ICT 。医 サー ビス 「医学中 メデ ィカルオ
ンライン」において学外か らのアクセスを可能 とし、新たに
「ProQuest」  、  「SCience Direct」  、  「Google Scholar」  、  「ciNiiJ 奏争
の学術情報データベースの導入を行つた。
・学習管理システムの運用管理を糸睦続 し、学生・教員に対 し使用方法の
周知ならびに活用法の講習などを継続的に実施 した。
・学外から学術誌を閲覧できるように、電子図書館サービス (Kinoden)
を導入 した。

―タベース」

Ⅲ Ⅲ

中期計画申期目標
三度 の

判1断理由 (計画の実施状況等 )
己

H29 H30 Rl R2 R3 R4

の
図

員
を
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事
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81

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅳ
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Ⅲ

Ⅲ

ⅣⅣ

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ



中期 目標 中期計画
三度 の 評価 j 日己

評価
判断理由 (計画の実施状況等)

H29 H30 Rl R2 R3 R4

3 が イこ

生  |
意欲 を高める方策を導入す る

とともに、学修 。生活・就

職 。進学に関す る疑問や悩み

等を相談できる支援体制 を強

化す る。

の

支

援

就職、キャリア

化する。

(3) 卒業生・修了生支援 卒業 生 修 了生 と大学 と の

係を強化するとともに、卒業
後のキャリア形成や活動領域
の拡大を支援する。

20表彰制度等を活用することに
より勉学や地域活動等に対す
る意欲を促すとともに、地域
におけるボランティア活動
等、主体的な学生の取 り組み
を支援する体制を整備する。

21 アンケー ト調査等 を通 して学
生の要望を把握 し、学修支援
の充実を図る。

22 活上の課題 とその背
景を把握 し、相談体制等の支

援体制を整備す るとともに、
それ らを解決す るための組織
的、一体的な体制 を構築す
る。

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅳ Ⅲ Ⅳ

23 学生が主体的にキャリアプラ
ンを実現できるよう、資格取
得支援や進路先に応 じた進路
支援を実施する。

24 同窓会と連携して卒業生およ
び修了生の情報を整備 し、卒
業・修了後のキャリア形成支
援に活用する。

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ Ⅲ

ⅢⅢ Ш

-13-



-14-

1 の

成果

2研究の実施体制

中期 目標 中期計画
三度 の き

判断理由 (計画の実施状況等)
■29 ■30 Rl R2 t3 隆

Ⅱ しヽ

関す る
目標

題解決等、社会ニーズを適切
に反映した研究及び看護学の
発展に貢献する研究を行い、
その研究成果を公表する。

を る

体制 を整備す るとともに、更
なる研究意欲の醸成を図る。

25 地域、行政、保健、医療及び
福祉分野等の,果題解決につな
がる研究を推進 し、公開講座
等により成果を公表する。

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ

・かほく市と本学の包括的連携協定にもとづく会議を年2回開催 した。研
究プロジェク ト組織 「石川県立看護大学健康づくり研究会」を立ち上
げ、かほく市およびイオンモールかほくと連携し、冬場の運動不足解消
を目的とした 「か歩く健康ウォーキング事業」並びに公開講座を実施し
た。
・珠洲市からの受託研究事業 「すず健やか事業実施効果検証事業」を実
施し、健康測定データの分析を行った。
・かほく市が受託した県いしかわ里山振興ファンド事業 (R3-5)で採択
された「地域伝統の発酵食品を使用した健康発酵食弁当の開発」に参画
し、大海かぶら寿司の成分を県立大学の協力を得ながら栄養面から分析
した。
・事業の成果等を、ホームページや自治体の広報誌等で公開した。
・民間企業と共同研究講座 「看護理工学」の令和5年度設置に向けた協定
を締結。

26 各教員の研究活動の活性化お
よび成果の公表 (論文、学会
等での発表等)を推進 し、研
究業績の質・量の向上を図
る。

27研究時間を確保するために大
学運営に対する業務を見直す
とともに、大学全体の研究推
進体制の課題を把握 し必要な
整備 を行な う。

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

。他大学との学際的研究交流の活性化に向け、県立大学との研究プロ
ジェク トを奨励 した。
・研究業績の質・量の向上を目的に、石川看護雑誌を若手教員の登竜門
と位置づけた。若手教員が原著論文の実績をあげることができるようこ
の雑誌の編集方針を見直し、従来4つ あつた論文の種類 (総説、原著論
文、研究報告、資料)を統一し、3つ (総説、原著論文、資料)に した。
さらには学外者による査読がある全国誌や海外論文誌等への投稿を学長
が奨励した。
・各自の研究成果を学内に発表する機会として、最終年度に講師以上の
教員による自己評価発表会を開催 した。

・研究時間を確保するため、委員会の構成員数を平成30年度から段階的
に減らす、臨床実習中に帰学 日を設けるなどの見直しを行つた。また、
教育研究審議会や教授会等で教員の研究力向上の必要性について周知を
図つた。
・最先端の研究成果を紹介 して互いの研鑽の機会とするなど、研究推進
体制を強化するため、新任教授等の研究ウェルカムセッションを教員や
大学院生を対象に開催 した。
・看護系教授を対象に講座内での共同研究や、若手教員の研究時間確保
のための意見交換を実施 した結果、年度末の自己評価発表会で共同研究
テーマや研究時間確保の方法についての報告会を開催 した。
・科研費申請の増加につなげるため、科研費の申請に向けた研究サポー
ト集会を教員を対象に開催 し、科研費申請書のブラッシュアップ支援な
どを実施 した。

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ



中期 目標 申期計画
二度 の

判断理由 (計画の実施状況等)
■2( H30 Rl R2 R3 R4

1

進 学、研究機関、地域等 と連携
し、地域が抱える課題の解決

や地域医療の充実等に貢献す
る。

2 の の保健、医療及び福祉の

向上に貢献するため、医療現
場、自治体、地域ニーズに対
応 した、地域の保健、医療及
び福祉を担 う人材を育成 し、
地域での定着を促進する。

28 地域ケア総合センターの機能
を活か し、現場の看護職者の
ユーズを把握 して看護の質向
上につながる支援を、研究成

果 と関連付けて行 うととも
に、その効果や成果を検証す
る。

29 地域のニ―ズ調査等、多様な
方法で地域ニーズを把握 し、
自治体や大学コンツーシアム

石川等と連携して地方創生を
推進するとともに、広く地域
活性化等の支援を行 う。

30 地方創生推進事業 (COC
キ)お よび地域における健康

増進活動等を通 して、地域に

対す る学生の関心を高め、地

元定着率を維持・向上 させ

る。

Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

ⅢⅢ

Ⅲ Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

献 に関

す る 目

標

め る の

多様化に応え、生涯を通じた

高度な知識の修得の場として

教育内容を充実させるととも
に、社会人が学びやすい環境
を整備する。

度化・ 31 キャリア ンターの

機能を活かし、新たな認定看
護師の養成等看護職者のキャ
リア形成に貢献するととも
に、実績を検証する。

Ⅲ Ⅲ Ш Ⅲ Ⅳ Ⅳ

・ 認 と の認定看護師 (各 3年

年)の教育課程を開講した。本県の看護師総数に占める認定看護師数の

割合は、全国で感染管理1位、認知症看護6位 (2022県 資料)であったこ

とから、看護職者のキャリア形成に貢献した。
・特に、コロナ禍によリニーズの高かった感染管理の教育課程や県事業
を対面とオンラインを併用 しながら、かつ受講者数も増加させて継続し

て開催 した。
・県内病院のニーズ調査等をもとに、令和5年度は、特定行為研修を含む

皮膚・排泄ケア認定看護師教育課程の令和6年度の開講に向けた準備に取

り組むことを決定した。

43

-15-
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二度 の
中期 目標 申期計画

H29! H30 Rl R2 R3 R4
自己
評価

判!断理由 (計画の実施状況等)

Ⅲ ⅢⅣ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅳ グローバル化に関す る目標 国境を越 えた教育連携や国際
機関との連携等により、国際
交流や国際協力を推進すると
ともに、国際的に活躍できる
人材 を育成す る。

32海外研修の充実や国際交流の

促進を図るとともに、学生の

異文化理解を深める。

33英語荻育の充実等により、学
生及び教員の語学力の強化を
図る。

34 国際協力機構 (」 ICA)等
の国際機関 と連拝ヵし、積極的
に海外か ら研修員等を受入れ
る事業を推進す る。

Ⅲ Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

。学生の異文化理解の促進や国際活動に関する学びを深めるため、国際
交流事業を促進 した。
【国際交流事業】
H29年度 :日 中韓フォーラムを開催

アメリカ看護研修 (学生22名 参加)

韓国看護研修 (学生11名 参加 )

H30年度 :ア メリカ看護研修 (学生11名 参加 )

タイ看護研修 (学生11名 参加 )

R元年度 :ア メリカ看護研修 (学生23名 参加 )

韓国看護研修 (学生 10ィ名参加 )

R2年度 :英語集中講座を4日 間開催 (学生13名 受講)

タイのチェンマイ大学主催オンデマンド講座 (英語 )

(学生2名 受講)

R3年度 :ア メリカ看護研修 (オ ンラインで実施)(学生4名 参加 )

→英語講座をオンラインで毎月2回開催
R4年度 :ア メリカ看護研修 (オ ンラインで実施)(学生2名 参加 )

→英語講座をオンラインで毎月2回開催

。本学教員及び学生の英語力や英語論文作成力等向上のため、ワシン ト
ン大学からの教員と協働 して英会話セッションや講義を実施 した。コロ

ナ禍の令和3、 4年度はイリノイ大学やコロラド大学の教員によるオンラ
インでの学生・教員向け講演会や孝女員への個別研究指導を実施 した。
・学生の英語外部試験の受験促進のため、英語授業や試験にTOEIC型 の問

・教員の語学力向上支援として、本学英語教員による教員向け英語セ ミ
ナーを開催 した。令和2年度以降のコロナ禍においては、学生を対象にネ
イティブ講師による英語集中講座や韓国語講座をオンラインにて Fォ弓講し
た。また、教員を対象に情報提供 (英語学習教材や研修会)と 英語担当
教員によるFAQ、 オンラインでの英語講座を実施した。

アイやカンボジア等からの研修生を受入れ、研修プログラムを実施 し
た。令和24年度はヨロナ禍の影響を受け、草の根技術協力事業は中止を
余儀なくされたが、日系研修はオンラインで開催することができた。
【研修生受入れ実績】
H29年度 :日 系研修2名 、青年研修 14名

H30年度 :日 系研修2名 、青年研修 14為

R元年度 :日 系研修2名 、青年研修H名
R2年度 (オ ンライン):日 系研修8名

R3年度 (オンライン):日 系研修5名

R4年度 (オンライン):日 系研修4名

し

を し、アヾ ラ(」 I の 日

の して母

を増加 させ るなどの変更を行つた。

。国



中期 目標 申期計画
自己

評 価
判断理由 (計画の実施状況等 )

■29 H30 Rと R2 R3 R4
35 ア ドミッション・ポリシーに

沿つて、大学案内や募集要
項、入試説明会等による積極
的な広報活動を行 う。

Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅳ

・高校訪問や入試説明会、進学相談会等を通 して本学の特色や魅力、本

学が求める人材等について周知を図つた。また、ホームページや広報誌

等を積極的に活用 した。
・令和元年度か ら導入 したコース制について、内容 をわか り易 く解説 し

た動画を制作 し、説明会等で情報発信に努めるとともに、紹介サイ トの

作成及び ウェブ広告を行い、県内・県外の受験生に広報を行つた。
・コロナ禍では、初のオンラインによるオープンキャンパスを実施。対

面型が制限されている中でもオンラインで実験体験を行 えるようキッ ト

を開発するなどの工夫を行つた。特設サイ トを作成 し、キャンパスツ

アー動画の撮影・掲載を行ったことにカロえ、例年のオープンキャンパス

同様、 ミニ講義や進学説明会、学生 との ミーティングルームを設けるこ

とで家にいなが ら高校生・保護者に大学の雰囲気 を味わつてもらえるよ

うなプログラムを組み込んだ。
・業者からの模試結果をもとに受験生の動向を分析 し、重′く的に広報を

行 う範囲を設定す るなど、受験生増加に向けて取 り組み、結果、令和4年

度には志願倍率が中期計画期間中最高の6.7倍 となつた。
・SNS更新による情報発信 を定期的に行つたほか、各学科及び学園祭 (響

緑祭)の紹介動画を作成、発信 した。

Ⅲ Ⅲ

Ⅳ

Ⅳ

Ⅲ

3 石
川
県
立
大
学

の
教
育

研
究
等

の
質

の
向
上

に
関
す

る
目
標

I に 1 ア ドミッシ ョン・ シ ー

関す る

目標

れ士
課
程

育

の
内
容

及
び
成

果
等

(入学者の受入れ方針)に基
づき、学生を確保す る。高大

接続改革に沿つてア ドミッ
シ ョン・ポ リシーを一層明確

化 し、入学者選抜方法を適切
に設定す る。

―ズに照 ら

ドミッション・ポ リシーに
った学生を受け入れるた

、入学者選抜方法や教育組
のあ り方等について検討 し

善を図る。

37 新たな農業環境や地域産業の

変化に対応できる人材を養成
するため、社会ニーズに照ら
して、教養教育、専門教育お
よびキャリア教育について 4
年一貫した方向性 (カ リキュ

ラム・ポリシー)を策定し、
シラバスに反映する。

Ⅳ Ⅲ Ⅳ Ⅳ

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

ア
沿
め
織
改

入 る 討 ワーキングループを立ち上げるとともに、県内の高

校教員を招いて説明会を開催 し、高校側の要望も把握 しながら入学者選
抜方法について検討を行つた。
・入試関連業務について体制強化するため、ア ドミッション委員会を設
置した。
・ア ドミッションポリシーに基づく各種改革を実行するため、教育組織
の検討・改善に関し、各学科の専門教育においてコース制を導入した。
・本学の入試制度全体については、コース制の設置に対応すべく、幅広
い受験生に門戸を開くことを目的として、令和3年度入試から多様な受験
科目の選択を可能にするアラカル ト方式を導入 した。また、共通テス ト
の比重が高く、本学で求める理科の知識 。技能や思考力を入学者選抜に
おいて十分に評価できていないとの反省を踏まえ、共通テス トと個別学
力検査との配点比率を変更し、個別学力検査の配点比率を上げることと
した。そのほか、高校側の意見も踏まえ学校推薦型入試においても、工

業系の枠を新たに設置した。
・高校からの意見や入試分析結果等をもとに、令和7年度入試における情
報教育科目の取扱いや既存の入試科 目の扱いについて決定し、公表し
た。

・地域社会を取 り巻 く環境の変更に対応 した教育を提供する
ため、コース制を導入 し、4つのコースの新設、カリキュラム・ポリシー
の見直し、科 目の新設、既存科目の内容見直し等のカリキュラム編成を
行った。
・教養教育科 目の教育充実を図るため、英会話授業の非常勤講師1名 を新
規に雇用し、少人数クラスでの授業を実施 した。
・コロナ禍における効果的な教育手法として、ICTを積極的に活用した双
方向型のオンライン授業を実施した。
・キャリアデザインの基本を理解するとともに、実践できる力をつける
ため、教養教育科 目「現代社会と生涯学習」を実施 し、情報活用力、論
理的思考力、問題解決能力を養った。
・石川の農林水産業について学ぶ地域思考型の授業 「石川の自然と農林
水産業」においても、キャリア教育として、プロジェク ト型学習を通じ
て、社会人基礎力 (主体性、働きかけ力、実行力、課題発見力、計画
力、創造力、発信力、傾聴力など)を高めた。

に

して、
の教育課程の課題を把握 し、
大学の特色を活か した改善を

図る。
カ ジキュラム・ポ リシー (教

育課程の編成 。実施の方針 )

に基づき、アクティブ・ラー
ニング (能動的学修)の導入

を進める等、効果的な方法で

教育を行 う。
デ ィプロマ 。ポ リシー (卒業

認定・学位授与の方針)に基
づき、学生の学修成果を把握
し、適正な成績評価により卒

業を認定 し、学位 を授与す
る。

Ⅲ
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中期 目標 中期計画
各 4辞度 の「半価 帝 自 己

評価
判断理由 (計画の実施状況等)

H29 H30 Rl R2 R3 R4
38教養教育、専門教育 (各学

科)、 キャリア教育における

各科 日間のつなが り (カ ジ
キュラム・ツ ジー)を 明確に
し、公開する。また、各科 目

間の連携を強化 し、常に改善
を図る。

39 アクティブ・ラーニング等を
導入して主体的な学修能力を
育成するとともに、ディプロ
マ・ポリシーに沿つて、成績
分布のあり方等を検討 して適
正な成績評価法を確立する。

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

t カ ュラムの 固 目

のリニューアルに対応 して、科日間の繋がりを明確にしたカジキュラ
ム・ツジーを作成 し、令和元年度に公開した。また令和2年度に学科ごと
のカリキュラム・マップ及びコースごとのカジキュラム・ツリーを作

成・公開した。
。カリキュラム・マップ、カリキュラム・ツリーの相互の関連性やディ
プロマ・ポリシー、ア ドミッション・ポリシーとの整合性について、年

度ごとの確認と見直しを行い、必要に応 じた修正を行つた。

に出て様々な課題に対応す る 的な学習能力を 成す るため、

地域が抱える課題を実地で探求し解決策を検討するなどの課題解決型学

習や、予習したことを授業でアクトプットする反転授業等を実施 した。
・机、椅子やホワイ ドボー ドを自由にレイアウトできる教室を整備する

など、アクティブ・ラーニング型授業の充実を図り、学生の主体的な学
びを促す教育に努めた。
・大学コンノーシアム石川が実施するいしかわシティカレッジ科 目の単

位認定制度を整備 した。
・コロナ禍では、対面授業だけでなく、オンライン授業または対面とオ
ンラインのハイブリンド型授業を実施 し、学生が自宅でも学習できる環

境を整備 した。
・ 3学科のGPAについて比較・検証を行い、成績評価において改善を図つ

た。
・適正な成績評価法を確立するため、実験実習における成績評価 として

ブリンクを導入した。 (米国で開発された学修評価手法。学生がな

にを学習するかの評価項目と、学習の到達度を表す具体的な基準を表形
式で指標化 したもの)

子ツ馬ぎ器影ナ 40 大学の教育理▲および特色を
踏まえ、学部の 3つのポリ
シー (デ ィプロマ・ポリ
シー、カリキュラム・ポリ
シー、ア ドミッション・ポリ
シー)を学生の視点に立って
一体的に見直し、自立した職
業人あるいは研究者 として活
躍できる人材を育成する。

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

の高 化 を ま て 、 3つの リシー し、

必要な知識や技術を学ぶコース制を新たに導入 し、教育カ リキュラムの

改定を行つた。
・ 平成31年度入学生について、コース制の導入にあたつて改定 した新 し

いカ ジキュラムにより4年間の教育を行 った。
・平成31年度入学、令和4年度卒業の各 コースの学生に対 して、コース制

導入の効果・口果題や卒業研究、進路状況についてのアンケー ト調査を実

施 し、 とりまとめた。
・後期オ ジエンテーシ ョンの就活に関す るアンケー トの中で、就職活動

に関連 したコース制のメリッ トや要望・意見についてのアンケー トを実

施 し、 とりまとめた。

Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

の成果 生 に関わ りの深
い、農林水産業や製造業等の

産業界、官公庁、大学等研究

機関において 自立 した職業
人、研究者 として活躍できる

人材を育成す る。

41 卒業生 を としたア

ンケー ト等を通 して学部の教

育成果を検証 し、教育内容を

改善する。

アンケー ト等を通 して学部の を

証 し、教育内容を改善をした。
・英語の習得が課題であることが判明したため、英語での会話力を高め

るための少人数教育を実施 した。
・課題への対応力等の修得に向けて、スチューデントジョブ制度を導入
し、新たなキャジア教育プログラム案を策定した。
。

1、 2年生を対象に早期にキャリア形成の意識づけを行 うためのキャリ
ア形成支援講座を実施 した。
・キャジア教育として、教養教育科 目「現代社会と生涯学習」や、プロ

ジェク ト型学習を採用 した地域思考型の授業 「石川の自然と農林水産

業」を実施 した。

し

Ⅲ Ⅲ



申期 目標 中期計画
自己
評価

判断理由 (計画の実施状況等 )

■29 H30 Rl R2 R3 R4

れ

教育の内容

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ Ⅳ Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

学
院
課
程

(入学者の受入れ方針)に基
づき、社会人や留学生等を安

定的に確保す る。

社会ニーズに照 らして、大学

院教育課程の課題 を把握 し、
大学の特色を活か した改善を

図る。

自ら新 しい領域を開拓
し、農林水産業や製造業等の

産業界、官公庁、大学等研究
機関において研究者 として活

躍できる人材を育成す
る。

沿つて、大学案内、募集要

項、入試説明会等を通 して積

極的な広報活動を行 う。 Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ Ⅲ

ッシ ョン・ リシー 42  ア

43  ア

ッシ ョン・ ジシーに の 入 か

とともに、企業側が求める入学に関する意見を収集 した。
。大学院 リーフレットの内容を見直し、入試概要と合わせて全国の農学

系及びバイオ関連の学科を持つ大学に送付 した。
・海外の学生への周知を図るため、英語版の大学案内及び広報DVDの内容
を更新するとともに、JICAのAgri Netプ ログラムヘの参加を決定した。

・」ICAか らの推薦を受けた者を対象とした外国人留学生特別選抜を新設
した。
・大学院修士課程の推薦入試において、出願要件に「3年次終了までの専

門科 目のGPA2.5以上」という要件を追加 したことで、今まで教養科 目等
がネックで受験できなかった層も受験可能とした。
・大学院への進学を経済的な面から促進するため、大学院特待生制度を

見直し、特待生数の上限を撤廃するとともに、大学院生を対象とした授

業料減免制度を創設 した。
・大学院進学の動機付けのため、学部生の学会参加費の助成や、大学院

単位の先行取得制度を創設 した。
。ディプロマポリシー、カジキュラムポリシーに沿つた教育を実施する
ため、各専攻において修士・博士論文の中間発表会を実施 し、他分野の

視点から評価する方式を実施 した。論文評価や指導を通じて教育、研究
の一層の充実に取り組んだ。
。金沢大学との単位互換協定を締結 し、単位互換制度を導入 した。
・修士・博士論文の審査に関して規程を改訂し、審査手続きを明確にす
るとともに、標準的なタイムスケジュールを示した。

キャリア教育の一環として実施 している就職支援セ ミナーの内容を改

善するとともに、キャリア形成支援のため、キャリアコンサルタントを

配置 した。
。就活に関するアンケー トの結果を踏まえ、就職支援セ ミナーにウェブ

面接、筆記試験対策を加える改善を行 うとともに、大学院生のキャリア

形成や就職活動に対するサポー トを充実させた。
・グローバル化に対応できる人材の育成に不可欠である語学の力の修得
のため、海外の協定校と合同でオープンセ ミナー等を開催 し、英語での

研究紹介などを実施 した。
・コロナ禍前においては、学生支援事業による学生の海外研修支援を実

施 した。また、学生の 「トビタテ !留学JAPAN」 市」度への申請支援を教職
で実施 し、8柔 の学生が採択 され留学を果た した。 さらに、協定校であ

る中国の大連工業大学や台湾の屏東科技大学などとの合同セミナーを現

地に出向き実施し、中国の江南大学とはオンラインで実施 した。
・研究の根底に関わる研究倫理教育、動物愛護・飼育教育、環境教育と

して、講習会等を実施 した。

学院の 3つのポ リシー (デ ィプロマ・ポ リシー、カ リ

ジシー、ア ドミッション・ポ リシー)を見直 し、 3つ の整合性 を図るこ

と、社会的な要求を勘案 したものにすること、かつ、学生が理解 しやす

い内容 となるよう修正を行つた。
RA(リ サーチアシスタン ト)制度を活用し、教育研究の実践を通して

究者の基本となる研究遂行能力及び倫理観の育成に努めた。

ミッシ ョン・ポ リシーに

沿つた学生を受け入れ るた

め、入学者選抜方法について

検討 し改善を図る。また、推

薦入学制度や特待生制度の活

用等、優秀な人材を確保する

方策について検討 。導入す
る。

44 カ リキュラム・ポ リシーに

沿つた教育を実施するため、
講義間の連携、講義・演習の

充実を図るとともに、ディプ
ロマ・ポ リシーに沿つて、修
士・博士論文の評価法を検討
す る。

47修了生を対象としたアンケー
ト等を通して大学院の教育成
果を検証 し、教育内容を改善
する。

Ⅲ

一か

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

45 英語教育やキャリア教育、倫
理に関する教育等の充実を図
り、グローバル化に対応でき
る人材、 しっか りとした職業

観 をもつた人材、研究者 とし

て活躍できる人材 を育成す
る。

と能力を持 46 大学の教育理念および特色

踏まえ、大学院の 3つのポリ
シー (デ ィプロマ・ポリ
シー、カリキュラム・ポリ
シー、ア ドミッション・ポリ
シー)を学生の視サ点に立って
一体的に見直し、高度な知識
と技術、倫理観を有する技術
者・研究者を育成する。

キュラム・ ポ

・就活に関 る ア ンケエ トの結果や要望等を踏まえ、
ル タン トによる個別の面接指導の充実や、就職支援セ ミナーにウェブ面

接、筆記試験対策を加える等の改善を行つた。
。修了予定者アンケー トを実施 し、結果を大学院教育内容の改善 (論文

作成や学会発表へ向けた研究室での指導の充実など)につなげた。

キャ リア コン

-19-

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ
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中期 目標 中期計画
自己
評価

判断理由 (計画の実施状況等 )
H29 H30 Rl R2 R3 R4

2 の

育
の

実

施

体

常J

等

の

価・改善

(3) の の向上

教育 目標を効果的に達成する
ため、学士課程においては、
教育研究指導力の優れた教員
を確保 して適切に配置し、適
切な教育体制を構築するとと
もに、大学院課程において
は、専攻分野の専門性を高め
ると同時に、研究指導や教育
支援体制の改善に努め、荻育
研究指導を充実させる。

48 カリキュラム検討委員会、専
攻長会議、教務委員会、教養
教育センター、キャリアセン
ター等が連携して組織的かつ

効果的な教育を実践する。

Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

。学長補佐会議が全体を統括 して各組織が運携 し、教育研究環境の向上

に努めた。
・農業環境や地域産業の変化に対応 した教育カ リキュラムの改定を行
い、必要な知識や技術をより体系的かつ効果的に学ぶ ことができるコー
ス制を導入 した。

49 大学の中長期計画 (あ り方委
員会の答申)に基づいて学
科・専攻 。系のあ り方につい

て検討 し、適切な教育組織を

構築する。また、教育組織を

効果的に運用するため、適切
な教員配置を図る。

Ⅳ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅳ

・退職に伴い、各分野の教育研究に最適な教員を採用 した。
・コース制の導入に伴い、新設科 目等の担当教員の適切な配置を行っ
た。また、各コースの運営を統括するコース長を配置した。
・英語教育の充実を図るため、英会話授業の非常勤講師を1名新規に雇用
し、1ク ラ女の受講人数を従来の半数程度にして少人教授業を実施 した。

教育活動を′煮検評価 し、評価
結果に基づき教育活動の改善
を図る。

教員の教育力の改善と向上の
ため、教育研究乗境の整備を
行 うとともに、授業の改善に
向けたファカルティ 。ディベ

ロップメン ト (組織的に行 う
教員の教育力開発活動)を充
実する。

50 授業評価アンケー ト、卒業
生・修了生 。企業アンケー ト
や教員 自己評価等に基づき、
教育活動を′点検 し、その結果
を教育活動の改善に反映する
ための方策を検討 し、実施す
る。

51 ファカルテ ベ ロ ツ プ

メン ト研修の開催等、教員の

教育力向上のための取 り組み
を充実 させ るとともに、 IC
Tを活用 した効果的な教育方
法を検討 し、実施す る。

Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

・よりきめ細かな学習成果の検証と問題点を抽出するため、全体の3分の
1程度で実施 していた授業アンケー トを、全科 目対象に拡充した。
・卒業生 。修了生・企業アンケー トの結果を踏まえ、企業の期待度が高
かつた社会人基礎力の向上のため、スチューデン トジョブ制度を導入
し、新たなキャジア教育プログラム案を策定するなど、キャジア教育の

充実を図った。
・ 1、 2年生を対象に早期にキャリア形成の意識づけを行 うためのキャリ
ア形成支援講座を実施 した。
・キャリア教育として、教養教育科目「現代社会と生涯学習」や、プロ
ジェク ト型学習を採用した地域思考型の授業 「石川の自然と農林水産
業Jを実施 した。

・教員の教育力向上のための敗 り組みを充実 させるため、FDセ ミナー

を体系化 して実施 した。
・オンライン授業に対応するため、ウェブ会議サー ビスや学習管理シス

テムを活用 した効果的な教育方法のあり方について FD(フ ァカル

ティ・ディベ ロンプメン ト)研修を通 して教員への研修を実施 した。
・ハラスメン ト防止、多様化する学生対応等 を含め、教育の質的向上等
をテーマ とした、教職員を対象にした年5回程度のFDセ ミナーを実施 し

た。
・オンライン授業を円滑に実施するため、必要なウェブ会議サー ビスや
クラウ ドサー ビスを利用できる環境を整えたほか、学内の無線LAN(Wi―

Fi)の拡充やオンラインティーチング・アシスタン トの配置を行つた。

学生の学修意欲や教育効果の
向上を図るため、学生の学修
環境を適切に整備する。

52 講義室 。実験実習室、講義 。

実験実習資材や学内LAN、
フーニング・コモンズ等ハー
ド、ソフ トの両面から正課教
育の環境を整備する。

53 体育館、サ―クル室、 自主学
修施設の整備・充実 と併せ
て、学生 自治会等 と連携 して
正課外活動の充実を図る。

Ⅲ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅳ Ⅲ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

・コース制導入に伴い、新設コースの実験・実習で使用する施設 (LEAF
ラボ)を整備 した。
。机や椅子、ホフイ トボー ドを自由にレイアウトできるアクティブラー
ニング型の講義室を整備 した。
・食堂前のラーニング・コモンズを拡充 し、学生の意見を踏まえて、利
用できる時間を明示するとともに、教職員からの寄贈図書を配架 し、研
究発表のポスターを掲示 した。
・校舎内全てで無線LAN(Wi Fi)の整備を完了した。
・講義室や演習室の音響・映像設備を更新 した。
・学生・教職員駐車場の外灯をLED化 した。

・市内循環及び路線バスの大学敷地内への乗 り入れを実現し、通学の利
便性を高めた。
・体育館、サークル室の整備、サークル顧間の役害」、サークル活動時に
おける緊急時の対応等についてガイ ドラインを作成 した。
・体育館に トレーニング機器及び無線LAN(Wi Fi)を 整備、園芸サークル
室の改修、テニスコー トの防風・防砂ネットの取替を行つた。

Ⅳ



3

生

へ
の
支
援

人・留 の

制の充実を図るとともに、学
修・研究支援の在 り方を改善
し充実する。

については、勤務
と学修・研究活動を両立する
ための方策を検討 。改善す
る。

人 ・ 58

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

人 の 所属する企業や自治体の、人
異動や業務上の事情を考慮 し、柔軟な選択が可能となるよう4月・10月 入

学を継続 して実施 した。
・農業協同組合や石川県起業家同友会等で社会人の学修、研究支援の在
り方について意見を聴取し、学会大会では社会人学生に対する修士・博
士の短期修了制度について周知を行つた。
・受入れ時期や期間、研究内容についてより多様な選択が可能となる客
員研究員を受入れた。
。社会人の学修、研究に対する支援のあり方について検討 し、社会人の

負担を減らすため、オンラインでのゼ ミ参加や個別に授業を開講すると
いつた対応を行 うとともに、社会人学生に対する修士・博士の短期終了
の制度についても周知を図つた。

について、
支援の

申期 目標 中期計画
ヨ度 の「 自己

評価
判断理由 (計画の実施状況等 )

H29 H30 Rと R2 R3 R4

意欲を高める方策を導入す る
とともに、学修 。生活・就

職・進学に関す る疑問や悩み

等を相談できる支援体制を強

化す る。

54 スチューデント・アシスタン
トやティーチング・アシスタ
ン ト制度を積極的に活用し
て、学生同士の学び合いの機
会を増やす等、学生が自主
的、能動的に学ぶ意欲を高め
るための方策を検討 し、実施
する。

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

・スチューデン ト・アシスタン トやティーチング・アシスタン ト制度を

学生に広く周知し、対象となる学生に研修を実施するなど、学生が主体
的に学ぶ意欲を高める方策を実施 した。
・コロナ禍における遠隔授業に対応するため、学習管理システムやウェ

ブ会議サービスの操作に不慣れな教員の補助としてオンラインティーチ
ング・アシスタン ト制度を採用 した。
・オンラインティーチング・アシスタン トを含めたティーチング・アシ
スタント制度等の活用により、学生の学修、実験を支援 した。
・学生ア ドバイザーが中心となり、SNSを利用した 「石川県立大学質問

箱」を設置し、学生の履修に関すること、サークル活動や学生生括に関
すること等の相談に対応 した。

55 サークル活動、ポランティア

活動等正課外活動を支援する

体制を充実する。

56 学修に関す る悩み、生活上の

悩み等様々な相談が気軽にで

きる体制を整備するととも
に、それ らの相談を効果的に

解決す るための組織的、一体
的な体制を構築する。

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅲ

・学生の地域貢献やボランティア活動、サークル等の正課外活動への財
政的支援を行つた。
・学生の模範となる活動を行つたサークルや学生に対 して、審査を通じ
て学長賞を授与した。
・学習管理システムや大学教務事務パッケージを通 じて新型コロナウィ
ルス感染症対策やその他連絡事項に関する情報を全学的に共有した。

・外部カウンセラー (臨床心理士等)に よる相談支援体制の充実を図つ

た。 (隔週→毎週実施、回数の増、発達障害専門カ ウンセ リングの実

施 )

・学生が学修環境やキャンパスライフについて大学に気軽に意見や希望

等を伝えられるように 「リクエス トボックス」を設置 した。
・学生部長を座長 とす る学生相談に係 る連携会議を毎月開催 し、支援を

必要 とする学生の情報を共有 し対応 した。
・教職員向け(H29-R4年 度)及び学生向け (R3、 4年度)のハ ラスメン ト防止

啓発セ ミナーを実施 した。

こ援 就職、キャリア形成支援を強
化する。

57 インター ンシップや就職ガイ

ダン/、 等就職支援活動の内容
を常に検討 し改善を図るとと

もに、卒業生 との情報交換や

交流を通 して就職活動をサ
ポー トす る体制を構築する。

Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

・就職支援室にキャ リアコンサルタン トを配置 し、学生の就職相談等に

対す るサポー ト体制を強化 した。
・卒業生 と学生の交流の場 として就活カフェを開催 した。
・公務員試験対策講座を開講 し、公務員を目指す学生の支援を充実させ

た。
・就活に関するアンケー ト結果に基づいて就職支援セ ミナー等の就職支

援対策の改善を図つた。
・就活カフェ、講座、セ ミナーについて、新型 コロナ ウイルス感染症の

感染状況によつてはオンラインで対応 した。
・ 1、 2年生を対象に早期にキャリア形成の意識づけを行 うためのキャリ

ア形成支援講座 を実施 した。
・キャジア教育 として、教養教育科 目「現代社会 と生涯学習Jや、プロ

ジェク ト型学習を採用 した地域思考型の授業 「石川の 自然 と農林水産

業」を実施 した。

Ⅲ
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Ⅱ るオ究に

関する
目標

1研究の水準、方向性及び

成 果

先進的・独創的な基礎研究・

応用研究による人類共通の課
題解決及び知的財産の創造に

貢献す るとともに、地域資源
を活か した地域の課題解決
や、社会ニーズを適切に反映
した産業支援等、地域の発展
に貢献す る研究を行い、その

事業化等に努め、研究成果 を
公表す る。

中期 目標 中期計画
この 評価 ; 自 己

評価
判:断理由 (計画の実施状況等 )

H29 H30 Rl R2 R3 R4
59留学生については、受入体制

の充実を図るとともに、学
修 。生活面の相談窓 口・支援
体制を整備す る。

60 人類共通の知的財産の創造に

貢献するための基礎研究を強

化す る。

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

。留学生の入試について、試験科 目や受験の時期などを改善 し、留学生

が受験 しやす くした。その成果 として令和2年度 と令和4年度に」ICA研修

員 (ネ パール :博士後期課程 (R2)、 ル ワング :博士前期課程 (R4))を
受入れた。
・留学生支援 として、野々市市の国民健康保険助成制度の申請サポー ト

や留学生の住居確保に際 し、大学が賃貸契約の保証を行 う等の支援を

行つた。
・ 日本語の話せない大学院生に対 し、講義スライ ドや資料をすべて英語

とし、講義やセ ミナーを実施するなど、教育内容の改善を図つた。

1石テ下買豆天学ゐブラフ下万尚工√̈ σ)学 而覆所砺究 て健康寿命
の延伸、地球規模食料増産、石川の自然と生物)と して5つの課題 (ド

ローンフル活用、田園エネルギー活用型の県立大エコビレッジ構想、異
なる系統の遺伝子組換え作物を掛け合わせたスタック品種の開発、カロ

テノイ ドに着 目したアキアカネ、アブラムシ等の食物連鎖の解明、石川

県立大学における海藻有効利用研究)を推進することで地域の発展に貢
献する研究を行い、研究成果については、 「日本海イノベーション会

議」や本学ホームページにおいて積極的に情報発信 した。

61 各研究組織 (各学科 。生物資
源工学研究所・教養教育セン
ター・附属農場)および各教
員による先進的 。独創的な基
礎研究・応用研究によつて人
類共通の課題や地域の課題を
解決するとともに、産業支援
等地域の発展に貢献する。

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

スマー ト農 開発・ ロ ク ト イ べ ョ ン

創出強化推進事業のほか、LEAFラ ボを活用した共同研究により、陶器

(ボーンチャイナ)の破砕物資材の商品化を進め、またヒツジ飼育によ

る耕作放棄地の有効利用等、民F日弓企業等と先進的な農業生産及びバイオ

テクノロジーの共同研究を行い地域の発展に貢献した。
・環境)地熱利用、水環境の保全といった地域資源の保全と利用、ゴミ

問題、獣害といった環境問題に取 り組み、地域の多様なニーズに応え地
の安全安心な生活環境の創出と浩性化に貢献した。手取川源流吉る崩壊

地の保全、濁水による扇状地地下水環境への影響評価、地下熟利用、小

発電、マイクロプラスチック問題、獣害対策、AIに よる動物行動把
ドローンを活用した河川流量観浪J、 環境DNAを用いた魚類調査、手取

|1総合環境調査に参画し、その成果が大きく報道された。
・食晶)企業や自治体と連携し、イテゴの茎を活用したフレーバー

冴ィーの開発、ルビーロマンの着色工場技術の開発、野々市市特産品の

ツバキ、ヤーコンや能美市特産品のハ トムギ等の健康増進効果の向上や

高付加価値化に関する研究など、地域資源を活かした開発や社会ニーズ

を反映した地域の課題解決を支援 した。本学が野々市市の喜多家から採
取し培養 した酵母菌を使用した日本酒を企業等と連携 して製造。この日

本酒、握々は令和4年度の野々市ブランド産品に認定された。
・資源研)植物、微生物等に関する先端的研究を継続 して実施 し人類共

通の課題や地域の課題の解決、および地域の発展に貢献した。花をつけ
やすいサツマイモの品種改良とその花からの蜂蜜採取に成功し商品化さ

れ、野々市ブランドに認定された。
・農場)ル ビ

=ロ
マン、ダイコンやサツマイモの県特定品種等、地域の

展に貢献する研究を行った。
・産学官連携学術交流センター)ISICO、 I BIRDと 連携 し、商談会への参

や研究シーズの発信を強化。ニーズとシーズのマ ッチングに向けコー

ディネー トを行 うとともに、大型予算獲得に向けたプラットフォームづ

くりと、競争的資金応募へのコーディネー トを強化 した。



中期 目標 中期計画 =の
自己
評価H29 ■30 Rと R2 R3 RZ

62 の ― ムペ に

よる積極的な発信、公開講座

や公開セ ミナーの開催により

研究成果を地域や社会に還元

するとともに、い しかわ大学
連携インキユベータを活用 し

た研究成果の事業化をは じめ

とする共同研究を推進する。

63研究組織 を常時点検 して効果
的な研究活動を遂行する体制
を整備す るとともに、国内外
の大学や研究機関 との共同研

究、産学官連携、地域 との連

携の充実を図るための体制を

強化す る。また、研究成果の

質的評価法について検討す
る。

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ Ⅲ Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

・木学の研究成果や研究シーズについて、ホームページや大学紀要、産

学官連携学術交流センターや学科・研究所が主催する公開講座や公開セ

ミナーなどにより地域や社会に積極的に発信 した。
・石川県産業創出支援機構 (ISICO)、 いしかわ大学連携インキュベータ

(l BIRD)と 連携したシーズ発表会を開催するとともに、研究シーズ集
等の発刊を通して、ニーズとシーズのマッチングによる研究成果の事業
化や共同研究を行った。
・ 日本海イノベーション会議で本学の教員が環境や食料問題など国連の

定めるSDGs(持続可能な開発 目標)につながる研究や取り組みについて
の研究成果を紹介した。
・広報検討部会を設け、県庁記者クラブでのプレスリリースおよび大学
ホーム太―ジより情報発信を行った。         .

全学的に取 り組む学内横断型の・ブランデ ィング研究の確立を 目指 して

研究グループを作 り、得られた研究成果を、本学主催のセミナー等で発
信 し、企業とのマッチングを視野に積極的な活動を行つた。
・研究成果の質的な評価を行 う体制の整備については、一部の学科にお
いて学外有識者を交えた研究会を設置したほか、学内プロジェク ト研究
発表会において教員相互評価を実施するなど、体制の充実に努めた。
・平成30年度に石川県産業創出支援機構 (ISICO)や いしかわ大学連携イ
ンキュベータ (i BIRD)と 連携 して共催セ ミナーを開催 した。また、公

益社団法人農林水産・食品産業技術振興協会 (」ATAFF)と連携 し、共同
セ ミナーを開催した。
・共同研究を推進するためて物質移動合意書 (MTA)の 締結や安全保障貿
易管理に関わる対応の強化を行つた。

Ⅲ Ⅲ

64教員評価に基づ く研究費の配

分法について検討 し、効果的
に配分する。 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

・教員評価を基にA～Cの ランク分けを行い、A評価教員に対しては研究費
を10%増 、C評価教員に対しては研究費を10%減 とする配分を行 うととも
に、全教員の研究費の一部を保留し、外部資金の申請実績及び獲得実績
に基づき研究費を傾斜配分 しインセンティブを与えた。

Ⅲ Ⅲ Ⅲ

2研究の実施体制 効果 な研 る

体制を整備す るとともに、他

大学 との共同研究や産学官連

携等の充実を図るための体制
を強化す る。

る

ため、教員配置について検討
す る。

の ラ ン して組織 し、それぞれ

に教員を配置した。
・平成29、 30年に立ち上げた3つの研究プロジェク ト (地球規模食料増
産、健康寿命の延仲、石川の自然と生物)において5件の課題を設定し、
これ らに学内の延べ29人の教員が連携 して取り組む体制を構築するとと

もに、学内資金及び外部資金を活用 し、共同研究を推進 した。

ィ ン

Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅲ
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Ⅲ 1

2地域人材の育成と定着の促進

の 田丁 、

学、研究機関、地域等と連携
し、研究を通 して地域が抱え
る課題の解決と地域の活性
化、地域産業の発展に貢献す
る。

の

産業の発展、地域環境の管
理・保全に貢献するため、高
度な専門的知識を修得した地
域人材を育成するとともに、
地域住民や卒業生との積極的
交流により地域産業支援拠′点
としての役割を果たす。

献に関
する目
標

進

申期 目標 中期計画
自己

評 価
判断理由 (計画の実施状況等 )

H29 H30 Rl R2 R3 R4
66 地域が抱える様々な課題の訓

査 。研究や地域の特性を活か
した研究を通 して地方創生を

推進す るとともに、地域産業
の活性化、地域文化の糸睦承、
地域環境の保全等、持続可能
な社会の発展に貢献す る。

67 産学官連携学術交流センター
の機能を活か し、他大学、石
川県産業創 出支援機構、い し
かわ大学連携インキュベータ

等 との連携を強化する。

68 大学独 自の地域交流の取 り組
みおよび大学コンツーシアム
石川と連携 した取 り組みを通
して、学生の様々な地域事業
への参加やボランティア活動
等を推進 し、地域の活性化に
協力する。

Ⅲ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅲ Ⅲ Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

・県、市、県内企業からの受託研究や、共同研究を積極的に受入れるこ

とで、地域貢献活動に寄与した。
生産)地域活性化に向けて耕作放棄地でのヒツジ放牧生産に取り組ん
だ。県が開発 した酒米 「百万石乃白」に関する県農林総合研究センター

との共同研究を行つた。県の試験場、県内の福祉施設や県立看護大学等
と連携 して 「スマー ト農業技術の開発・実証プロジェク ト」、 「イノ
ベーション創出強化推進事業」を進めた。LEAFラ ボを活用した地元企業
との共同研究により、陶器 (ボーンチャイナ)破砕物資材の利活用技術
の実用化及び商品化に成功した。
環境)手取川源流部崩壊地の保全、手取川濁水現象の解明のため、林野
庁、国土交通省、白山市などに技術支援を行つた。能登島オリーブの会
が行 う地中熱を利用したオリーブ栽培への技術的支援を行つた。猛禽類
の行動把握システム、地中熱利用、小水力発電、獣害対策の地域創生や
地域貢献の研究を実施 した。
食品)野々市市の特産品であるツバキおよびヤーコンや能美市特産品の
ハ トムギ等の健康増進効果の向上や高付加価値化に関する研究を推進 し
た。本学が野々市市の喜多家から採取し培養 した酵母菌を使用した日本
酒を企業等と連携 して製造。この日本酒、握々は令和4年度の野々市ブラ
ンド産品に認定された。
資源研)エアリーフローラのウイルス抵抗性品種の育成に関する県農業
試験場との共同研究や、ルビーロマンの品種判別技術の開発に関する研
究等を行つた。また、鉄や亜鉛といったミネラル栄養価の高いコメを開
発 し、石川県農林総合研究センターとの共同研究により、県産イネ品種
への形質導入を図つた。
農場)柳 田地区山村活性化協議会との共同プロジェク トである能登キリ
シマツツジの開花調節を行い、令和元年に開花させることに成功し、有
用な3系統の選抜および種子採取技術として系統内での交雑種の利用を
行つた。ルビーロマンの成分と根茎の影響やダイコンの生理障害の研究
を実施 したほか、地元企業と連携 してキヌアの栽培実証試験を行つた。

北陸先端科学技術大学院大学と連携 した産学官マッチングイベント、
石川県産業創出支援機構 (ISICO)と 連携 した食品技術者ネットワーク公

開セミナー、いしかわ大学連携インキュベータ (l BIRD)と 連携 した
シーズ発表会を開催 したほか、アグリビジネス創造フェア、BioJAP創 、
F00AIAジ ャパンなど全国レベルの展示会にも積極的に参加 し、本学の研究
シーズを発信 した。
・大学コンノーシアム石川や能登キャンパス構想推進協議会、能登GIAHS

推進協議会と連携 し県内市町の地域課題の解決に取り組んだ。
・大学コンツーシアム石川の地域課題研究ゼ ミナール支援事業として、
白山麓の生産者 と協力 して、羊放牧による耕作放棄地の発生防止、羊の

肉・乳・毛等を活用 した特産品の開発や地域 自然環境に適 したツーラー

クッカーの開発などに取 り組んだほか、石)|1未来プロジェク トに参力日し
た。
・本学を含む県内の4大学と奥能登4市町及び県で構成する能登キャンパ

ス構想推進協議会の活動として、学生が祭 りの担い手として参加 したほ
か、当該地域の自治体や企業が取り組む地域課題解決活動にインターン
シップとして参加するなど、地域交流活芸力を推進 した。

Ⅲ Ⅲ

Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ



中期 目標 中期計画
酪度 の 日己

評価
判断理由 (計画の実施状況等)

H29 H30 Rl R2 R3 R4

3 人 の 充実 地域が求める人材の高度化
多様化に応え、生涯 を通 じた

高度な知識の修得の場 として

教育内容を充実 させ るととも
に、社会人が学びやすい環境
を整備する。

69地方創生推進事業 (COC
+)の一環 として、石川の産

業や文化等 を学ぶ 「地域思考
型教育」を授業に盛 り込む と
ともに、地域企業に対する理

解を深める 「共創インターン

シップJを通 して、地域の発
展を担 う学生の地元定着を図
る。

70大学院にあつては県内の社会
人を積極的に受入れるととも
に、公開講座や出張講義を通
して地域における教育活動を
広く展開する。

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅳ Ⅳ

・高度な専門的知識を修得 した地域人材 を育成するため、地方創生推進

事業 (COCキ)の 「地域思考型教育」 として、石川県の農林水産業各分野
について、 自然、歴史、気候等 と関連 させて学習する 「石川の自然 と農

林水産業」の授業を実施 し、学生の地元への理解・興味を深めた。
・大学 コンツーシアム石川の 「学都い しかわグローカルチャレンジプロ

グラムJにおいて本学の関係履修科 目が承認 された。
・本学独 自の 「共創インターンシップ」を開催 し、学生が地域の現状や
生活環境を実地で学んだ り、地域振興や活性化について考えるプログラ
ムを実践 した。
・学生の地域課題解決能力を向上 させ るため、石川県の各地域や県内企

業に実際に出向いて学ばせ る授業をカ リキュラムに組み入れて実施 し

た。

関や 県 内企 未 寺 と の 哭 1劇狛オ究 τ 通 して社会人への大学院入学を

働めた。
・公開講座や出張講義の実施、社会人の客員研究員・実習生としての受
入れ等を行い、社会人への教育括動を展開した。
・学術誌への論文発表など博士後期課程の社会人学生の実績等の情報発
信に努めた。
・学会、研究会、勉強会、セ ミナー、公開講座、大学ホームページ、SNS

などを活用 して社会人に先端技術の情報を積極的に提供 した。
・企業との共同研究を実施する中で、実験等を通じたスキルアップや人
材育成について支援した。

Ⅲ Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ Ⅲ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

・研究成果の海外に向けた情報発信を活性化するための方策として
「Google Scholar」 や リサーチマップ情報の引用の推奨を行 うととも
に、国際学会での発表件数を教員評価に反映する仕組みとし、多くの教
員が国際学術誌への投稿、掲載及び国際学会へ参力日した。
・コロナ禍においても、オンラインでの参加及び学術誌への投稿・掲載
は継続 して積極的に行つた。
【国際学会への参加・発表数】
H29年度 :12件  H30年度 :10件 R元年度 :45件  R2年度 :5件
R3年度 :10件 R4年度 :18件 合計  :100件
【国際的学術雑誌への投稿】
H29年度 :42件  H30年度 :70件  R元年度 :67件  R2年度 :68件
R3年度 :83件 R4年度 :69件 合計  :399件

・海外大学と交流協定を締結 し、共同研究を推進するとともに、台湾の

屏東科技大学や中国の江南大学など協定締結校との合同セミナーを実施
した。
・令和2年度にフィリピンのイフガオ州大学、令和4年度にタイのカセ

サー ト大学、ランシット大学と交流協定を締結した。
・外国人留学生等 (ベ トナム、イン ドネシア、中国、アルゼンチン、タ
イ、ネパール、エジプ ト、ルワンダ)を糸睦統的に受入れた。

・海外大学との交流事業及び本学の学生支援事業の助成金を活用し、学
生の留学や国際学会での発表、海外大学で開催されるセ ミナー等への参
加促進を図つた。
・留学希望者には留学計画や応募書類作成の指導等の支援を実施。ま
た、国際会議で研究成果を英語で発表する学生に対しては、英文指導、
ネイティブの英語教員による指導を実施 した。
・文部科学省の留学促進キャンペーン「トビタテ !留学JAPAN」 を活用 し
た留学を実施 した。 (タ イ、オース トラリア、韓国、ラオス)

。英語コミュニケーション能力をより効果的に養 うため、英会話クラス

を少人数化 した。
・JICAのプロジェク トに応募 し、外国人留学生が2名 (ネパール、ルワン

ダ)が大学院に入学した。

Ⅲ

Ⅲ Ⅲ Ⅲ

Ⅳ グローバル化に関す る目標 同

研究等により、国際貢献を推
進するとともに、積極的な海
外留学の促進や外国人留学生
の受入れにより、国際的に活

躍できる人材を育成す る。

-25-
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中期 目標 中期計画
三度 の 自己

評価
判断理由 (計画の実施状況等 )

HZ9 H30 Rl R2 R3 R4
74 国際協力機構 (」 ICA)等

の国際機関と連携 し、積極的
に海外から研修員等を受入れ
る事業を推進する。

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

・JICA事業など外国人の国内研修の支援・海外か らの研修員の受入れ

た。
・エジプ ト・カイロ大学准教授を客員研究員 として受入れた。 (H29)

・文都科学省国費留学生 としてアルゼンチンより研究生を受入れた。
・青年研修の一部を本学にて実施。
・い しかわ世界農業遺産国際貢献協議会関連の 「イフガオ里山マイス

ター養成プログラム」の海外研修員を本学にて受入れ。
・」ICA事業 「地域の特色を活か した産業振興研修」の海外研修員による

視察を本学にて実施。
・JICA研修員 1名 (ネパール)カミ本学博士後期課程に入学。 (但 しコロナ

禍の影響で講義はオンライン)フ ィリピンイフガオ州大学 との交流協定

締結や中国江南大学 との学術交流をオンラインで実施。
。JICA研修員 1名 (ル ワンダ)が本学博士前期課程に令和4年度4月 に入学

決定。食品科学専攻において博士前期課程の講義を主に英語で行 うこと

を決定。
・JICAの 令不日5年度秋入学長期研修員受入プログラムの要望調査にかかる

対象大学にエン トリー し選定 された。
(令和5年 6、 9月 の入学試験に合格すれば、2人の」ICA研修員 (コ ンゴ民

主共和国、ボツフす)が令和5年 10月 、令和6年 4月 に入学予定。 )

75 理事長及び学長の リーダー

シップの下で、戦岡各的に大学
をマネジメン トできるガバナ
ンス体制を構築 し、経営審議
会や教育研究審議会等を通 し
て機動的に大学改革を進め
る。

Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

(看護大)

。学長補佐を配置し、重要事項を検討の上、教育研究審議会での審議を
通じて全学に周知する体制を整えた。さらに委員会体制の見直し、課題
に沿つた臨時のワーキンググループを設置した。  、
・コロナ禍では、新型コロナウイルス感染症対策会議を設け、学長が座

長となつて本学の方針を決定した。
・その時々の課題に適宜取 り組む体制のもと、大学改革を推進 した。
(グ ローカル人材育成プランの明示、広報充実、図書館充実、働き方改

革、語学力推進等)

・学長のビジョンに沿つて運営がすすめられるよう委員会構成を見直
し、あらたな委員会・ワーキングを設置するとともに、学内の運営体制
を強化するため、令和5年度から看護学部長の職を新設することとした。
(県立大)

・学長のジーダーシップのもと、教育・研究・広報・評価を担当する学
長補佐を配置し、学長補佐会議が学内を統括する機関として、重要事項
の方向性の決定や要の調整を行い、各委員会等で検討後、教育研究審議
会で最終的な意思決定をする体制を確立した。
・コース制の導入や入試制度改革のほか、新型コロナウイルス感染症対
策など、抜本的な大学改革や機動的な大学運営などを実施 した。

76 理事長の責任において、予算
等の経営資源を効果的に配分
する。 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

。理事長裁量経費を活用 し、法人全体の広報戦略の策定、学生の要望に
応 じた施設整備の実施、両大学の共同研究助成の実施など機動的に事業
を推進した。

Ⅲ Ⅲ Ⅲ

4 I運 1 バ ン ス の つて、

務

運
営

の
改
善

・
効
率
化

に
関
す

る
目
標

制の改
善に関
する目
標

の強みや特色を活か し、教
育、研究、地域貢献等の機能
を最大化できるガバナンス体
市Jを構築す るとともに、イン
ステ ィ トゥーシ ョナル・ リ
サーテ (大学の客観的な状況

調査)を踏まえ、大学の将来
を見据えた経営戦略を立案す
る。
また、大学において、学長が

リーダーシップを発揮 しやす
い体制を整備する。

77 求められる社会的ニー
ズや学生にとつての魅力向上
策等を分析し、大学の将来を
見据えた経営戦略を企画立案
する。

R イ ンステ ィ ウー シ ヨ ル・ リサーチ)で定期的にモニタリ
ングする指標および大学毎に取り組むべき指標についてデータを収集 し

整理した。
・令和元年度から令和2年度まで、両大学において教職員をメンバーとす
るワーキンググループ 「課題発見・解決等プロジェク ト」を立ち上げ、
大学の課題を整理・発見し、その具体的解決策を立案した。
・第2期 中期計画期間に大学IRで収集 した数値、課題発見・解決プロジェ

ク ト及び令和3年度に実施 した在学生、卒業生、就職先企業当をはじめと

するステークホルダーヘの調査結果を元に、両大学の強み弱みを分析
し、県の意見を踏まえ、今後6年間の計画及び具体的な取り組みを取りま
とめ、第3期 中期計画案を作成した。

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ



中期 目標 中期計画
奪争五三度 の写平イ西 自己

評価
判

―
断理由 (計画の実施状況等 )

■29 H30 Rl R2 R3 R4
2 の

化

事務組織等を整備 し、事務職

員の専門性を高めるととも
に、情報システムの活用や業

務の外部委託等の推進によ

り、効率的で生産性の高い事

務処理を図る。

78 事務職員の専門性を高めるた
め、学内外の研修への積極的
な参力日を通じたスタンフ・

ディベロップメン ト活動を行
う。併せて、職員間の連携を
図る等、情報共有・情報伝達
の機能を強化する。

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

(看護大 )

・事務職員の専門性を高めるため、公立大学協会等主催の研修会や各種

説明会に職員が積極的に参加 し、研修会等で得 られた情報を共有 した。

(県立大 )

。事務職員 として大学運営に必要な知識等その資質や専門性を向上させ

る取 り組み として、外部機関や学内で実施す るSD(ス タッフ・ディベ

ロプメン ト)研修等を活用 した。
・個々に必要な研修や講習会等を受講 し、その復命結果を職員間で情報

共有 し、連携を強化 した。

(共通 )

・両大学合同での SD(ス タンフ・デ イベ ロプメン ト)研修会を実施 し

た。
・ SD(ス タッフ・ディベ ロプメン ト)研修の一環 として 「課題発見・

解決等プ ロジェク トJを実施 した。
・情報伝達機能を強化するため、ウェブ会議サー ビスを導入 した。

79効果的な事務組織等のあ り方
について検討・整備す るとと

ともに、情報システムの活用

や外部委託等の推進により、
更なる業務の効率化 を図る。

Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

(看護大)

・効率的な事務組織を整備するため、ス トレスチェックの結果や時間外

労働時間の実績を踏まえ、総務課の分掌事務の一部を教務学生課の分担
としたほか、各担当者の事務分担を適宜見直したほか、臨時職員を採用
した。
・準備時間の削減など、事務の効率化のため、会議のオンライン化の推
進に加え、会議のペーパーレス化を推進 した。
(県立大)

。臨時職員の配置及び分担業務の一部見直しを行い、正規職員が企画立

木安業務に注力できる体制整備を進めたほか、学生指導ができる附属農場
の技術職員をプロパー職員として採用 した。
・産学官連携学術交流センターのコーディネータを令和2年度から1為増
員 し、産学官連携業務及び外部資金獲得のための体制を強化した。
・ア ドミッション業務の専任職員を配置し、高校訪問等による周知及び

情報収集、入試 。受験動向の分析及び対策検討等の機能強化を図つた。
・大国の発送業務 (大学案内、入試概要、広報誌)を外部委託 した。
(共通)

・事務の効率化を図るため、新たなウェブ出願システムや自動証明書発

行機を導入 したほか、教室の使用管理や事務備品の貸 し出しでグループ

ウェアを活用した。

Ⅲ Ⅲ

3両大学間の イ監 1つの 2つ の大学 を運

営することを踏まえ、両大学
間の情報共有を図るととも
に、共同研究等の実施に向
け、教員相互の交流を図る。

80 兎里 、 両 局

等による定期的な会議の開催

等により法人本部及び両大学

間の意思疎通を図るととも
に、教員相互の交流 を促進
し、相互理解を深める。ま

た、法人本部は両大学の課題

解決を支援する。

を目的 とする合同研究発 及 の

を目指 した合同FD(フ ァカルティ・ディベロップメント)研修を開催
した。
・両大学の共同研究に対して助成を行った。
・教員相互派遣し、看護大の教員が県立大の講義を担当し、県立大の教

員が看護大の倫理委員会の委員となつた。
・両大学と法人本部の意思疎通を図るため、定期的に役員連絡会や、事

務局長会議、理事長と学長のヒアリングを実施 した。
・両大学の教職員採用やウェブ出願システム等新規情報システムの導入
について意見をとりまとめ、支援を行った。
・情報基盤サーバの改修にあたり、両大学、本部の担当教職員による、
法人情報システムの確認会を行った。

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ
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中期 目標 申期計画
11画斎|;

土 自己
評価

判断理由 (計画の実施状況等)
H29 H30 Rと 亀2 R3 R4

Ⅱ 教育研究組織の見直 しに関する目標 教育研究組織が、社会ニーズ

を適切に反映 し、かつ、その

目白勺・ 目標 とこ員日して機能 し、
運営 されているか、常に点

検 。検証 し、柔軟かつ機動的
に教育研究組織や職員配置を

改善す る。

81 学術研究の動向や、社会・経
済情勢の変化を見据え、学部
学科等の組織の′点検、検証を

実施す る。

82 教員の意見を把握する

仕組みを構築 し、職員配置の

改善につなげる。

Ⅲ

Ⅲ

Ⅳ

Ш

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

(看口隻大)

・看護教育の国内動向として平成29年度の看護学教育モデル・コア・カ
リキュラムの策定 (文科省)、 平成30年度の保健師助産師看護師法指定
規則の改定 (厚労省)があり、有識者を招聘 しそれらに対する理解を深
め、対応できる教員組織であるか点検を行つた。
・学術研究の動向や社会経済情勢の変化を見据えて、カリキュラムの構
築、組織的な教育が出来るよう必要な情報収集のため有識者を招聘 して
教員の意識啓発に努め、これ らの動向を踏まえて教員採用方針を決定し
た。
・教育のDX化に向けて、DX委員会の設置、教務委員会での電子教科書や
モバイルパソコンの選定、学生・教員のオジエンテーション準備など教
育の実施体制を整備 した。
・民間企業との共同研究講座 「看護理工学」の令和5年度設置に向けて、
適切な人材を確保 した。
(県立大)

・石川県立大学のブラン ドカ向上に資する3つの学内横断研究 (健康寿命
の延仲、地球規模食料増産、石川の自然と生物)と して5つの課題 (ド
ローンフル活用、田園エネルギー活用型の県立大エコビレッジ構想、異
なる系統の遺伝子組換え作物を掛け合わせたスタンク品種の開発、カロ

テノイ ドに着目したアキアカネ、アブラムシ等の食物連鎖の解明、石川
県立大学における海藻有効利用研究)にかかる研究を推進 した。
・学術研究の動向や社会・経済情勢の変化を見据え、コース制を導入
し、カジキュラムを改定した。

(看護大)

・アンケー ト調査や懇談会などを通じて学部生、大学院生のニーズの把
握を継続して行い、職員配置の改善や人間科学領域や健康科学講座の教
授も博士後期課程の研究指導教員に、准教授であつても大学院生を指導
できる基準を満たす場合には博士前期課程、後期課程ともに研究指導教
員となれるようにすることで、大学院生の研究指導体制、学修環境の改
善等につなげた。
・働き方改革WG等 による教員の意見を集約し、メンタルヘルスの課題を

抱えた学生対応のため、カウンセラーを配置した (2回 /月 )。

(県立大)

・学科長による個別面談にて教員の意見を聴取するとともに、授業評価
アンケー トや卒業予定者アンケー トなどから学生の意見の把握に努め
た 。

・保健指導担当職員を常勤に し学生相談の体制強化を図るとともに、外

部カウンセラー (臨床心理士等)に よるカウンセ リングを充実 させた。
(実施回数増・発達障害専門カウンセ リングの実施 )

。学生が大学に気軽に意見や希望等を伝えられるように 「リクエノ、ト
ボックスJを設置 した。

Ⅲ Ⅲ

Ⅲ の 1教員の採用
適正化
に関す
る目標

教員の採用方針は、学術や経
済等の社会情勢を踏まえ、大
学の将来を見据えた戦略的観
点から決定する。

83 の採用方針については、
経営審議会の意見を踏まえて
大学の将来展望を勘案し、選
考委員会での検討を経て学長
の責任で決定する。

・本学の役割の拡大 (助産師養成課程の開設)、 社会情勢の変化に対応
した教育体制拡充 (人 口の高齢化に伴 う在宅・老年看護学の拡充)、 世
代交代を契機 とした従来の教育の拡充・改善等に基づき、経営審議会の

意見を踏まえて学長の責任で教員を選考した。
(県立大)

。経営審議会の意見を踏まえ、大学の将来展望等を勘木安した教員の選考
を実施 した。
・コース制の新設科 目における講師等の選定において、教授内容を厳格
に審査するなど、コースの目的に即した人選を進めた。

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ



H29 H80 Rl R2 R3 R4 評価

自己
判断理由 (計画の実施状況等 )中期計画中期 目標

Ⅲ Ш

Ⅳ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

・単年度教員評価制度を廃止し複数年教員評価制度を導入するため、令
不日2,3年度に複数年教員評価を試行した。令和3年度終了時の評価では、
単年度評価では得られなかつた各教員の特徴が反映された反面、個人の

目標が設定されず、年間の業績の把握が困難であるとする結果が得られ

評価としては不適切と判断した。
切な教員評価を実施するため、令和4年度に個人の目標設定 (KGI、

、エフォー ト率を導入した新単年度教員評価法を構築し試行を開始
した。
・適材適所の人的配置を図るため講座内の教授等の指導体制を構築 し教

員に対する教育 。研究指導を充実 させ、教員の配置等の入れ替えを行つ

た。
(県立大)

・学長が学科等の人材配置を柔軟に見直 し、新分野の教員を採用すると

ともに、系及びその配属教員について見直 しを行 つた。
・学長が学長補佐、学科長、コース長を選任す るとともに、各種委員会
の長を適材適所の観′点か ら任命 した。

(看護大)

・インセンティブとして、令和2年度に導入 した複数年評価制度の各項 目

(教育、研究、地域貢献、大学運営)の得点上位者を表彰することに決
定したが、新単年度教員評価制度の導入に向けて、インセンティブの対

象者および内容 (表彰、昇給、一時金、研究費、ほか)の検討を開始し

た。
(県立大)

・教員評価の結果に基づき研究費の配分の増減を行つた。
・全教員の研究費を一部留保 し、外部資金の間接経費の獲得額に応じ

て、留保 した研究費の配分を行つた。

・適

価制度を活用し、教育、研
究、地域貢献等の実績を十分
考慮したうえで、学科等の人
材配置を柔軟に見直し、適材
適所の人事を行 う。

ごとに、教員評価の結

果に応 じて、教員にインセン
ティブを与える仕組みを検討
する。

85 各

84 学長の責任 いて、教 員 評

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

の2 人材配置を柔軟に見直し、適
材道所の人材配置を行 う。教
員の資質向上のため、教育活
動評価制度 (教育、研究、地
域貢献、大学運営)を実施・

運用する。

3 の ヒ との連携強化に 86

よる地域や社会への貢献、大
学の知名度向上、職員のモチ
ベーションや資質の向上の観
点から、教員の学外活動の活
J性化を図る。

医療機関等と連携を強化 し、
教員の地域や社会への貢献を
推進するとともに、大学コン
ツーシアム石川等の関係団体
の事業に対する教員の積極的
な参加を促進する。

Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

・教員の地域貢献活動事業を促進するため、必要経費を助成 した。医療

関から看護研究指導等の依頼があった場合は、積極的に講師を派遣 し

た。
・かほく市と本学の包括的連携に関する会議を毎年2回 開催し、双方の事

業計画の検討ならびに成果を報告した。
・石川コンツーシアム事業には毎年、積極的に応募 し、優秀な成績を収
めた。また、出張オープンキャンパスや大学説明会などにも毎年参加 し

た。
・北囲健康生きがい支援事業における教員活動の新聞掲載、 「第39回 日

本看護科学学会学術集会 (学会長 :石垣和子学長 (当 時))Jの 主たる

運営大学としてテレビ放映など、積極的に教員の活動について発信し

た。また、各委員会、各センター長と連携 して教員の諸活動や研究成果
等の最新の情報をホームページ、大学新聞から発信 したc

(県立大)

・協定を締結 している自治体や他大学と連携 しての地域貢献や、本学の

シーズを活用 した地元企業との共同研究を糸艦続 して実施 した。
。本学の地域貢献活動のさらなる強化 と人材育成活動 を積極的に行 うた

め、本学 と本学の地域貢献活動に賛同す る地元住民、農業者、大学の交

流の場 となる交流サ ロン 「県大カフェ」のキンクオフシンポジウムを開

催 した。
・大学コンツーシアム石川、能登キャンパス構想推進協議会、石川県産

業創出支援機構 (ISICO)等の事業に、教員が積極的に参加 した。

-29-



-30-

財
務
内
容

の
改
善
に
関
す
る
目
標

5第 I 1

金等の

自己収
入の増
力日に関
する目

標

中期 目標 中期計画
i呆 自己

評価
判断理由 (計画の実施状況等 )

■29 H30 Rl R2 R3 R4
4人材 の重視 職員が働 きやすい環境、職務

に対す るモチベーションの維
持向上を図る。

87職務に対す る職員の要望等を

把握す る仕組みを構築すると
ともに、職員の業務分担を見
直す ことにより、モチベー
シ ョンの維持向上を図る。

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

(看口_鷺大)

・ス トレスチェックや時間外労働時間の実績を踏まえ、事務分担の見直
しを行つた。
・定期的な個別面談だけでなく、随時職員の要望や意見を聞き、業務改
善を図つた。
(県立大)

・職員面談や学科会議等を通して職場環境の改善要望等を把握 し、その
必要性や実施方法等について検討のうえ、優先度の高いもの等について

対応 した (バス構内乗 り入れ 。路線拡充、屋外夜間照日月整備、農場側溝
整備等)。
・新規事業等の企画・検討にあたり、職員からも提案を募 り、主要事業
等予算要求案件に計上するなど、職員の施策立案への積極的な参画を推
進した。
・事務局職員や農場職員、図書司書等の職員と面談し、業務上の要望事
項について改善したほか、業務分担を調整 した。
・理事長、学長による研究室訪間を実施 し、教員との意見交換を図ると
ともに、大学運営等におけるガバナンスや組織内連携を強化 した。
(共通)

・事務の効率化を図るため、新たにウェブ出願シスケムや自動証明書発
行機を導入したほか、教室の使用管理や事務備品の貸 し出しにグル●プ
ウェアを活用した。

共同研究、受託研究等の産業
界や地域 との連携の推進、ま
た、科学研究費補助金等の国
の競争的資金等、積極的に外
部研究資金獲得 に努める。
また、施設の地域への開放等
財源を確保す る方策を検討
し、 自己収入の増加に努め
る。

88科学研究費補助金や受託研究

費をは じめとす る外部研究資
金に関す る情報の収集に努め
るとともに、申請に対する支
援体制を充実 させ、外部資金

獲得に向けて積極的な応募を

奨励す る。

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ

(看護大 )

・科学研究費申請書ブラッシュアップシステム (外部資金 申請支援制
度)を構築 し、外部資金獲得の支援体制の強化を図つた。
・科研費の申請条件の変更に伴い、申請方法に関するセ ミナーや個別の

支援につなげ、ほぼ全員の科研費申請につながつた。また、採択率向上

に向けて、研究獲得の戦略を再考 し、研究サポー ト集会の さらなる充実
を図ることとした。
(県立大)

・外部研究資金の獲得状況を教育研究審議会や教授会で報告 し、年報に

掲載 した。科学研究費補助金の応募に関する説明会を実施 した。競争的

資金獲得に不可欠な安全保障貿易管理体制を構築 し、学内へ速やかに普
及 させた。
・外部資金の申請、獲得実績 を教員評価に反映することに加 え、獲得状
況に応 じて間接経費の二

部を傾斜配分することとし、大学財政への寄与
に対するインセンティブを導入 した。
・安全保障貿易管理体制の構築す るため、安全保障輸出管理規程を整備
し、研究倫理講習会で教職員に詳 しく説明 した。
(共通 )

・科学研究費補助金や受託研究費等の外部研究資金に関す る情報を収集
し、速やかに学内周知 した。

89大学が保有す る施設、知的財
産の活用や公開講座等の適切
な料金徴収等を検討 し、 自己

収入の確保 に努める。

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

(看護大)       ｀

・地域ケア総合センター及びキャリア支援センターの一部公開講座等に
おいて料金を徴収した。
・大学の講堂やグラウン ド、体育館などを有料で貸 し出した。令和2年度
末に使用料金の改定をしたが、コロナ禍で一般開放を見合わせた。
(県立大)

・産学・地域交流し、大学の知的財産について周知を図るため、県内外
の各種展示会に参加 した。
・積極的に本学の特色を発信するため、SDGsの 17の達成 目標を盛 り込ん
だ研究シーズ集を発刊した。
,大学の知的財産を有効活用するため、学内の研究成果有体物や特許権
等について民間企業等へのライセンス付与 。譲渡等を行つた。



2 とこつ 90

Ⅱ 予算の効率的執行に関す る目標

Ⅲ 資産管理の改善に関する目標 産の適切な管理に努めると 93 大学運営に支障が生 じない範

Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅳ

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

Ⅲ Ⅲ Ⅲ

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

。優秀な学生を確保するとい う観点から、石川県と富山県も高校訪問を

った。高校進路担当教員 との懇談会の開催については、令和4年度より

北陸3県に拡大した。
・将来的な志願者増を見込んで、対象学年を絞らないオープンキャンパ

スを年2回 6年間、中学生を対象としたナーシングカフェを令和元年度か

らコロナ禍の令和2年度を除き年 1回継続して開催した。

【志願倍率の推移】
H29年度 :4,7倍 H30年度 :2,8倍 R元年度 :3.5倍 R2年度 :5,3倍

R3年度 :3.4倍 R4年度 :4.4倍

(県立大)

・北陸・中吉Б地域等の高校への出張オープンキャンパスや学校訪問を行
い、高校や個人の大学施設見学を積極的に受入れた。
・新幹線開業に伴 う首都圏高校訪問を5県 (千葉・栃木・群馬 。山梨・埼

玉)で実施 し、本学の魅力を発信 した。
・学校推薦型選抜において工業系の枠を新設 し、一般選抜においては幅

広 く受験生に門戸を広げるため、アラカル ト方式 (選択方式)を導入 し

た。
・県外の高校教員を対象 とした学生募集説明会を3県 (富 山 。長野・愛

知)で実施 した。
・SNS更新による情報発信 を定期的に行つたほか、各学科及び学園祭 (響

緑祭)の紹介動画を作成、発信 した。

【志願倍率の推移】
H29年度 :5,3倍 H30年度 :4.0倍 R元年度 :5,3倍 R2年度 :5,9倍

R3年度 :5.9倍 R4年度 :6.7倍

(共通 )

・高等学校の事情に精通したアドミッションアドバイザーを導入した。

・他の公立大学と比較 した結果、授業料等の学生納付金は妥当であると

断 し、変更 しなかつた。
・国の授業料無償化制度導入に伴い、他大学の減免制度等について状況

を把握 し検討を行い、旧制度の対象者が新制度で対象外 となつても、卒

業まで減免対象とした。
・大学院生を対象とした石川県公立大学法人独自の授業料減免制度を令

和4年度に創設した。

施設管理等の業務委託について、業務内容の見直 しを実施 し長期契約

を継続 した。
・夏期に一斉空調停止 日を設定す るなど、光熱水費の節減に努めた。
・県立大学では、基本料金を抑制するため、電力会社 と契約電力の見直

しを行つた。

。平成29年度以降、計4回、県原子力防災訓練において施設利用を認め

た。
・令和元年度までは大学運営に支障のない範囲内で、地元のイベントや

介護職員研修等の会場として、体育館、講義室等を開放 した。
・資産の有効活用を図るため、開放施設のPRを ホームページ上で行 うと

ともに、令和2年度に使用料金を改定した。
(県立大)

。図書館の地域開放など県民に大学を開放 した。
・野々市市の拠〃煮避難所として市の総合防災訓練に施設を開放した。
・中学生の職場体験や、生物資源工学研究所農場収テ貨祭で地域の親子の

受入れを行つた。

いては、適切な料金の設定を
行 うとともに、授業料、入学
金については、定員充足の維
持によりその確保に努める①
また、優秀な学生を確保する
という観′点からも志願者増に

取り組むことにより、受験料
についても増収に努める。

経費の効率的執行に努め、特
に維持管理経費については、
業務運営の合理化、契約方法
の改善等により抑制を図る。

志願者の増加及び入学定員の

充足に努める。

91 授業料等の学生納付金につ ヤ｀

ては、公立大学であることの

意義を考慮 しつつ、学生の確
保や、適正な受益者負担の観
点から、毎年その妥当性を検
証する。

92 施設管理業務の長期契約の継
続や光熱水費等の節減に努め
る等経費の抑制に努める。

Ⅲ Ⅲ

ともに、効率的・効果的な利

用に努める。

囲内で、大学施設を地域に積
極的に開放する等、保有資産
の有効活用に努める。

中期 目標 中期計画
自 己

評価
判断理 由 (計画の実施状況等 )

H29 H30 Rl R2 R3 R4

Ⅲ Ⅳ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅲ
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中期 目標 中期計画
二度 の 自己

評価
判断理由 (計画の実施状況等)

H29 H30. Rl R2 R3 R4

I とこ る 目 自己点検評価を定期的に
~夫

施

するとともに、認証機関が行

う大学評価及び石川県公立大

学法人評価委員会が行 う法人
評価の結果 も併せて、教育研

究活動や業務運営の改善に活

用す る。

94 自己〃点検評価、認証評価機関
が行 う大学評価、石川県公立

大学法人評価委員会が行 う法

人評価の各評価の結果を、大

学運営の改善に確実に反映さ
せる。

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅲ Ⅲ

(看護大)

。認証評価機関が行 う大学評価にむけて、教育の内部質保証に関する大

学の方針について明文化し、学内に周知 した。令和元年度に認証評価を

受審 し、大学基準に適応していると認定され、本学の教育の内部質保証

体制に対する肯定的評価を受けた。
・石川県公立大学法人評価委員会による年度ごとの評価においては、例

年 「おおむね順調」という評価を受けた。
・ 自己点検評価は委員会を設けて進めてお り、教育・研究・地域貢献・

大学運営の観点から毎年検討した。
・教育の内部質保証のための在学生、卒業生、就職先からの調査を積み

重ね、令和3年度に総合的な分析を行い、外部委員を加えて「教育の質検

証委員会」を開催 した。その中で指摘された課題を毅育運営に反映させ

教育方法の改善を図つた。
(県立大)

・認証評価機関による大学評価や石川県公立大学法人評価委員会の法人

評価を踏まえ、バス停のキャンパス内への移設や、キャリアコンサルタ
ン トの配置、保健指導担当職員の配置、外部カウンセラー (臨床心理士

等)相談体制の充実、無線LAN(Wi― Fi)環境の整備、入試の合否判定シス

冴ムの導入等を行つた。

Ⅱ 情華及提
供の推
進に関
する目

標

1 情報公開の推進 公立大学法人 として、社会に

対する説明責任 を果た し、大

学運営の透明性 を確保す るた
め、情報公開を推進す る。

95 大学運営の透明性を確保する
ため、運営状況、財務状況や
評価内容等について、広く適
正に情報公開を推進する。

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

(看護大 )

・主催す るイベ ン ト情報について積極的にホームページ等で公開す る

等、広 く適正に情報公開を推進 した。

(県立大 )

・各学科・ コース等のカ リキュラムや研究分野・成果、ウェブシラバス

の内容等についてホームページで公開 した。

(共通 )

・大学及び法人の評価結果や財務諸表等について、ホ‐ムページ上で公

開 した。

2情報発信の推進 大学の認知度向上を図るた
め、教育、研究、地域貢献等
の活動に関する情報発信を推
進する。

96教育、研究、地域貢献活動等
に関する情報を戦略的かつ効
果的に公開・提供できるよう
広報体制を強化 し、大学の
ホームページをはじめとした

多様な媒体を活用 して、積極
的な情報発信を行 う。

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ

(看護大 )

。大学の認知度向上を図るため、長期的な広報戦略 (H30R4)を 企画

し、ホームページや各広報媒体のデザインを統一的にリニューアルす る

など、高校生等に対する本学の教育、研究、地域貢献等の活動に関す る

情報発信 を強化 した。
・学生広報委員 より高校生・保護者 。高校教諭の視′点か らの情報を集

約、オープンキャンパノ、でのアンケー トを利用 し、ウェブオープンキャ
ンパスの企画や広報誌の記事内容へ情報 を加 えた。
・大学公式YouTubeチ ャンネル開設 し、各委員会、研究科長等 と連係 して

SDG sの取 り組み等最新の情報をホームページか ら随時発信 した。 (R4)

・大学 。大学院のイメージアップのため、学生 と意見交換 して高校生に

インパク トのあるポスターを作製 し、県内の高校、実習関連施設に配布

した。
(県立大 )

。SNSを 活用 して受験生に直接アピールできる取 り組みを開始 した。
・学術成果をインターネ ッ ト発信す るための学術情報 リポジ トリについ

て、教員が投稿 しやすいように手続 きを簡略化 した。
・各学科及び学園祭 (響緑祭)の紹介動画を作成 し発信 した。

(両大学共通 )

。ホームページにて入試やイベン トの情報、新着記事を発信 した。



の カ

た。
。大規模な修繕を施設修繕計画に基づき実施 した。

.得臭肇傷註戻矮霧g尭 i肇嘉建轟5F票琴焉蒲話督誓翠称6年間の施
設・設備の整備計画、備品の更新計画を策定した。

し
7 そ

の
他
業
務
運
営
に
関
す
る
目
標

I に る 目

め、施設、設備、教育研究用

備品の整備や改修を計画的に

進める。

体制を整備 し、学生

安全を確保す る。

のための

や職員の

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

Ⅱ 安全に

関する
目標

安全管理

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ

・災害時・緊急時における執務体制要領及び地震対応マニュアル等を配

付 し、内容の周知を図つた。
・消防避難・地震対応訓練を実施 した。
・コロナ禍では、動画視聴による災害訓練、教職員及び学生を対象とし

た地震対応訓練と避難経路や消火栓・消火器、AED、 車椅子等の設置場

所、消火隊の組織や役割等の説明するなどで代替の措置を実施 した。

(県立大)

・新入生に大地震対応マニュアル等を配布 し、月知した。
・教職員に災害時等における執務体制要領、大地震対応マニュアルを配

T基ぉ晟軽妾絲 ミ備わつていない生物資源工学研究所、農場、実習棟等

に簡易無線個別受信機を配置し、緊急時の情報伝達体制を強化 した。
・消防訓練、県民一斉防災訓練 (シ ェイクアウトいしかわ)を実施し

た。

。継続的に職場巡視を実施 し、設備や衛生状態を把握 した。
・学生を対象に犯罪被害を未然に防ぐセ ミナーを行つた。
・教職員を対象に労働安全衛生研修会を実施したはか、働き方について

見直しを促す リーフレントを配布 し、セルフマネージメン トを促 した。
・新型コロナウイルス感染症対策について、月1回の対策会議 (必要があ

ればその都度)において糸陛続的に取 り組み、新型コロナウイルス感染症

拡大防止行動の徹底 (継続)等を適切に実施した。

(県立大)

。環境安全講習会の実施や毒劇物管理台帳による全学的な安全衛生活動

を実施 した。
・化学薬品の保有状況ならびに高圧ガスの保有・設置状況を調査 し、適

切な掲示や設置を推進した。
。実験廃棄物のルール改定を行つた。
。受動喫煙防止のため、屋内にあつた喫煙所を廃上し、屋外に完全分離

型の喫煙所を設置した。
・課外活動における安全管理や新型コロすウイルス感染症対策として、

ガイ ドラインを作成した。
・毒濠I物 と爆発物の使用マニュアルを実情に合わせて修正した。

(共通)

,肇量暑宮ダ多年弁女慈奥蓬尋薬在色毒件旨象検温装置の導入や食堂内

のアクリル板設置のほか、学生を対象に随時メール等で予防対策を周知

し徹底を図つた。

99 な

防犯体制 を整備 し、学生及び

職員の安全確保 と健康保全に

努める。

二月霊の 半f山獅 自己
評価H29 H80 Rl R2 R3 R4

中期,計画中期 目標

ⅢⅢ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

については、定期的な点検を

行い、状況を把握す るととも

に必要に応 じて修繕等を実施

する。また、両大学 とも設備

等の老朽化が進む ことが想定

されることか ら、今後、これ

らを計画的に更新すべ く、数

年間にわたる整備計画を策定

ニュアル を必要に応 じて見直

す とともに、学生及び職員に

内容を周知 し、危機管理体制

を整備す る。

97

98 マの 理堂災
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2 セキュリティ 人 の セキュ

リティ体制を整備す る。

職員のコンプライアンス意識
の徹底を図り、不正行為の防
止等法令等に基づく教育研究
活動及び大学運営を行 う。

Ⅲ 法令遵
守等に

関す る
目標

1法令遵守

2人権の 学生及び職員に対するハラス

メン トを防止する等、人権を
尊重するとともに、男女共同
参画の推進、環境への配慮等
公立大学法人 としての社会的

責任を果たす全

学的な体制を整備する。

中期 目標 申期計画
各 4 三度 の評 イ山| 蓄果 自己

評価
判断理由 (計画の実施状況等 )

H29 H30 Rl R2 R3 R4
100学内の情報セキュリティ体制

の整備 と情報管理の適正化を
図るとともに、情報システム

利用に関する研修会を実施す
る等、学生及び職員の情報 ジ
テラシーの向上を図る。

101研究における不正行為、研究
費の不正使用について、職員
への研修等啓発活動を強化
し、不正防止に努める。

102セ クシャルハラスメン ト、
キャンパスハラスメン ト等の

人権侵害の防止や男女共同参
画の推進を図るため、相談体
制の充実、職員に対する研修
等啓発活動を強化する。

Ⅲ Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ Ⅲ

・全職員を対象とした情報セキュリティ研修会や学生を対象とした啓発
活動を継続的に実施 した。
・情報資産管理システムによるソフ トウェア・ライセンス及び情報機器
の適正な管理に努めた。
・学内無線LAN(Wi Fi)環 境の充実や リモー トワーク、遠隔授業の環境整
備に努めたc

,情報セキュジティおよび情報リテラシーの向上のため、学習管理シス

テム、ウェブ会議システム、学生情報システム等の活用に向けた教育を
実施 した。
・情報システム機器等の更新においてセキュリティ機能の確保を図ると
ともに、石川県公立大学法人情報セキュリティポリシーを見直した。

(看護大)

・研究不正防止 と研究倫理規範の遵守徹底をめざしてコンプライアンス

研修会 と倫理委員会の合同研修会を毎年開催 した。
・大学院生や新任教員向けに研究倫理規範の遵守に関す るAPRINの eラ ー
ニングの受講を勧奨 し、全教員受講 した。
・倫理委員会 と共同して講習会 ,説明会の開催を継続 し、コンプライア
ンス活動は一定の成果を上げ、計画期間内にれ,千 究実施の重大な不正行為
は発生 しなかった。
(県立大 )

・教職員 と学生を対象に研究倫理講習会を開催 した。
・APRINの eラ ーニングの受講を義務付け、未受講者に受講す ることを徹
底 した。
(共通)

・令和3年の文科省による競争的資金に関するガイ ドラインの一部改正を

受け、当法人の関係規定を改正 し、令和4年度か ら不正防止対策を強化 し

た。
・具体的には、両大学のコンプライアンス教育、啓発活動の具体的な計
画を策定 したほか、令和3年度に大学に対 して実施 した内部監査の結果に
ついて監事および会計監査人に報告の上、意見を聴取 し、経営審議会で

その結果について審議 した。

(看護大)

・ハラスメン トに係 る体制整備 として、相談箱の設置、各所属にハラス

メン ト相談員の配置、外部カウンセラー (臨床心理士)の定期相談対応

等を実施できる体制を整 えた。
。改定 された新たなハ ラスメン ト指針の教職員への周知 し、ハラスメン

トに関す る研修会の実施 (事例検討含む)等を通 してハラスメン トが生
じない人権意識の涵養 を図つてきた。 さらには、学生へのオ リエンテー
シ ョンやアンケー ト調査などを実施 して意識啓発 を図つた。
(県立大 )

。ハラスメン トに対応す るため、相談箱の設置、各所属にハラスメン ト

相談員の配置、保健指導担当職員の常勤化、外部カ ウンセラー (臨床心

理士等)に よるカ ウンセ リングの充実、外部委託によるオンラインカウ
ンセ ジングなど、相談体制を充実強化 した。
・全学年を対象 としたハ ラスメン ト防止に係 るアンケー ト調査を実施 し
た。
・改定 された新たなハ ラスメン ト指針を教職員へ周知 した。
・教員に向けて学生のアンケー ト結果を報告 し、ハ ラスメン ト防止のた
め、教職員が認識すべき事項を再確認するとともに、 FD(フ ァカル

ティ・ディベ ロップメン ト)研修でハラスメン トの防止について研修 し
た。
・学生に向けては、学生便覧にハラスメン ト相談について掲載 し4月 オ リ
エンテーシ ョンで月知を図つた。

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ Ⅲ

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ



1肇麦ふ忌畳示生屎を傘ぢ奪f丘野帰隼二之烏畳稼余葛λ芝魅

'節昌愛暑禽≧警そ雪子B哀轡そζ三を経雹宅言品寵財籍驀倦奇手T纂長影

聰 もこ髯書:ヨぞt:」ζ写再ま魯法温度調整をし、節電イこ努め

を予義麦E、勇ェ恐:豊条聖森密ぶ密阜写tこ竪景彬鼻竺農鳥萱台第鳥泳た泳、
申霞と留姦触賀鰹場体漂好奪詫奇≧し、消費電力の抑制を図つたと

Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ ⅢⅢ Ⅲ

103学生及び職員が一体 となつて

環境マネジメン ト活動を実施
する体制を構築する。
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数値 目標の状況

≪達成時期≫第 2期中期計画の最終年度 (令和 4年度 )

■看護大学

区分 指標名 目標値
H29,ψ

平均

第 2期中期計画期間数値
備考

R4年度 R3年度 R2年度 Rl年度 H30年 度 H29年 度

教育 志願倍率 4.2倍 4.0 4.4 3.4 5.3 3.5 2.8 4 7 志願者数/募集定員

国家試験合格率 看護師 100% 99,0% 100 100 100 97.6 97.5 98.7

保健師 100% 91.90/0 98.7 91.6 96.3 97.5 84.7 82.7

就職 日進学内定率 100% 98.40/0 100 97.6 100 97.6 97 7 97.5 (就職先内定者数+大学院等
進学者数)/卒業生数

学生満足度 85% 86.5% 83.9 82.7 86.7 88,0 89.1 88.5
授業内容等の学生アンケー ト
で、5段階評価の上位2位の回
答割合

研究 科学研究費補助金等の申請件数 (年間) 54件 44 32 40 47 52 45 48 継続含む

学会報告件数 (年間) 115件 90 1 2 7 85 79 95 69 84

地域貢献 公開講座受講者数 (年間) 320人 522 507 360 1135 323 438 368

グローバル化 学生の海外体験者数 (累計 ) 130人 88人
(5年間累計 )

0 0 0 33 22 33

財務 【再掲】科学研究費補助金の申請件数 (年間) 54件 44 32 40 47 52 45 48 再掲



■県立大学
第 2期中期計画期間数値 備考

H29年 度H30年 度Rl年度R2年度R3年度R4年度

H29-
平均目標値指標名区分

志願者数/募集定員5.34.05,35.95.96.75.55.0倍
志願倍率

(就職先内定者数+大学院等

進学者数)/卒業生数9897.298.697.792.496.996.80/0100%
就職 日進学内定率

59858659949279,2100人
インターンシツプ参加者数 (年間)

辱青        社あ占
答割合

73.383.184.377,271.273.677.10/0800/0
学生満足度

教育

継続含む76596461595963681牛
科学研究費補助金等の申請件数 (年間)

5056485961615650件
受託研究・共同研究件数 (年間)

3723233431371772562682801牛
学会報告件数 (年間 )

研究

408455498203157325341285人
公開講座受講者数 (年間 )地域貢献

1022400339人
(5年 間累計 )

35人
学生の海外体験者数 (累計 )

グ ロー バ ル 化

再掲76596461595963681牛
【再掲】科学研究費補助金の申請件数 (年間)

再掲50564859616156501牛
【再掲】受託研究 口共同研究件数 (年間)

財務

-37-




